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市役所本庁舎 １８階 第３常任委員会会議室 
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  １．開  会 

○吉見委員長 それでは、定刻になりましたので、札幌市行政評価委員会のヒアリングを

始めたいと思います。 

 本日は、施策、市民自治の実践による地域づくりの支援及び市民の主体的な活動推進の

ための環境づくりの二つの施策に関する事業についてのヒアリングということで、関連す

る所管局の皆様方にいらっしゃっていただいております。 

 私は、札幌市行政評価委員会委員長の吉見でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 本日、札幌市行政評価委員会の委員の欠席はございません。全員出席しております。 

 それでは、最初に、本日配付されております資料につきまして、事務局から説明をお願

いできますでしょうか。よろしくお願いいたします。 

○推進担当係長 改革推進部の細川でございます。 

 座って説明させていただきます。 

 お手元の資料を確認させていただきます。 

 まず、式次第をごらんいただきまして、その下に配付資料という表記がございます。 

 まず、配付資料１の事前質問一覧、それから、事業所管局作成の回答用資料ということ

で、別添資料１から別添資料５までございます。 

 皆様、お手元におそろいでしょうか。 

 資料１につきましては、事前質問一覧ということで、事前に委員の皆様からいただいた

質問を一覧に整理したものでございます。別添資料につきましては、これから行います事

前質問項目に対して所管局が回答する際に、適宜、使用する資料になります。 

 私からは以上でございます。 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 それでは、議事に入ります前に、本日の進行方法についてご説明したいと思います。 

 まず、事業の概要説明をお願いすることになります。その後、お手元にございます資料

のうち、ヒアリングの事前質問事項ということでお出ししておりますが、これに対する回

答をお願いいたします。回答といいますか、まとめて、今の説明の中でやっていただいて

結構でございますけれども、そのほかに、単純な回答以外に、この機会に関連して説明し

ておきたい事項がもしございましたら、あわせてご説明いただいて結構でございます。 

 なお、質問事項への回答につきましては、こちらで区切らせていただいて進めようかと

考えております。全体で１６項目ありますので、きれいに分かれませんが、３分の１ずつ

くらいにしまして、１項目めから７項目め、すなわち、その他広報一般のところまでを一

まとまり、それから、８項目めから１２項目めのコールセンターまでを一まとまり、そし

て、残りの４項目を一まとまりということでご説明いただき、その後に、まとめて意見交

換をさせていただく形で進めたいと思っております。したがって、１項目ずつ意見交換を

するわけではないということです。最初に、１項目から７項目までご説明をいただいて、
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そこでまとめて意見交換というふうに考えております。 

 なお、お答えいただく場合は、このようにまとめてやりますので、１項目めについて、

次に２項目めについてといった形で、今お答えになっている対象の番号を言っていただく

と、我々の方でわかりやすいのでお願いしたいと思っております。 

 よろしゅうございましょうか。 

 

  ２．議  事 

○吉見委員長 それでは、早速でございますけれども、質問番号でいきますと１番目から

７番目までにつきまして、まとめてご回答をお願いできればと思います。どうぞよろしく

お願いいたします。 

○市長政策室 広報部長の林でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、広報部の事業と今ご説明がございました事前にいただいている質問事項につ

きまして、私の方からご説明をさせていただきます。 

 初めに、広報部全体の事業概要を説明いたしますけれども、事前にいただいております

質問で、事業を体系的に示してほしいというご要請をいただいております。１枚目のＡ３

判の資料を作成しましたので、まず、この資料に基づきましてご説明いたします。資料を

ごらんください。 

 この資料の一番上に、私たち広報部の基本スタンスといいますか、マインドを書いてお

ります。札幌市では、ご案内のとおり、市民が主役の市政の実現、市民自治の推進という

ふうに置き直してもよろしいかと思いますが、そういう大きな目標を掲げて取り組んでい

るところでございます。そのためには、言うまでもなく、市役所と市民との情報共有が不

可欠だと考えておりますので、市民の皆さんにさまざまな媒体を活用して、わかりやすい

情報発信をしていく広報、それから、市民の声をいろいろなチャンネルでしっかり聞いて

いく広聴、この両方がそれぞれ機能して連動していくことで市民との情報共有が進んでい

くものと考えて取り組んでいるところでございます。 

 それでは、中身の説明に入らせていただきます。 

 まず、広報さっぽろでございますけれども、広報の中核を担っているという位置づけに

しております。日ごろ、ごらんをいただいていると思いますけれども、参考までに、直近

で出しました８月号をお配りしております。毎月９８万部という非常にたくさんの数を作

成し、全世帯に配布しております。そのほか、市内の小中学校、あるいは、高校、大学と

いった教育関係の機関にも配布しております。それから、病院とか診療所、待合の時間、

あるいは、入院の患者さんにごらんいただけるように、そういったところにも昨年から配

布対象として加えております。 

 配布方法でございますが、町内会による配布が７割、業者による配布が３割、そのほか

まだ数はわずかではございますが、障がい者の就労支援の一環としまして、市内の小規模

作業所にも委託して配布を行っています。これは、２６施設、７，４００世帯ばかりでご
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ざいますけれども、そういった取り組みを行っております。 

 広報誌の閲読率、読んでいただいている市民の方の割合でございますけれども、昨年の

調査では８５．７％でございます。年齢層が上がれば上がるほど、読んでいる人が多い傾

向にございます。逆に言えば、若い方たちにもっと広報誌に接していただきたいというの

が課題でございまして、私どももいろいろ工夫をしているところでございます。 

 広報誌の中身は４０ページでございます。ページ数が限られている中で、紙面づくりに

は腐心をしてやっております。できるだけ親しみやすく、また、わかりやすく、ただ単に

知らせるというだけではなくて、市政の重要課題については、問題提起型ということも心

がけてやっております。今、配布しております８月号では、都心部の放置自転車対策のあ

り方について、これは問題提起型で市民からのご意見を募集しております。 

 それから、市民便利帳でございますけれども、これもお手元に配布しております。市外

からの転入者を中心に、市政のさまざまなことについて掲載している便利帳でございます。

従前は、経費をかけて市が直接つくっていたわけでございますけれども、おととし、平成

２２年度からは、民間企業と共同で発行いたしまして、市の経費はゼロでございます。製

作経費は７００万円ほどかかっているということですけれども、これは、業者の方で、す

べて広告料で賄っているということでございます。 

 それから、パブリシティでございます。市政情報について、記者クラブを通じてマスメ

ディアに取り上げていただく情報発信、パブリシティがございますけれども、これは極め

てスピーディーで広範な情報提供が可能になりますので、私どもも重視をしております。

記者クラブへの情報提供のやり方としましては、市長の記者会見、あるいは、職員による

記者レクチャー、それから、毎日、翌日の市政の動きをまとめた資料を提供している広報

メモ、そのほか、事業の資料を提供する投げ込みという手法を使い分けながら、連動させ

ながら行っているところでございます。 

 パブリシティは、経費をかけずに大きな効果も期待できるということで、できるだけマ

スコミの皆さんに取り上げていただけるようなノウハウを、全庁の職員を対象にして一生

懸命研修なども行っているところでございます。 

 次に、広報番組でございますけれども、市政番組をごらんいただいたことはあるでしょ

うか。実は、結構数多くやっています。年間を通じて、テレビで１１８本、ラジオは１１

３本放送しております。中身は、子ども向けとか、主婦向け、お年寄り向けとターゲット

を意識して制作しております。視聴率は、残念ながら、さほど高くはありません。これは、

５分程度の短時間の番組が非常に多い状況の中で、やはり市政番組の前後の番組が人気が

あるかどうかによってかなり左右される状況もございまして、できれば視聴率が高いとこ

ろでやっていきたいのですが、やはり、お金もかかりますので、そういったバランスを考

えながらやっているところでございます。 

 テレビの視聴率は３．４％ということで、世帯数で言うと約３万世帯ぐらいの人がごら

んいただいております。ラジオの方で言いますと、２．２％で、これは人数になりますけ
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れども、約４万２，０００人が聞いているということになります。 

 このほか、テレビ、ラジオではございませんけれども、映画館で札幌市のＣＭ放送も行

っております。自殺予防啓発、あるいは、今現在やっています節電キャンペーンを題材に

したＣＭを映画館で流しております。 

 次に、大型ビジョンでございますが、これは地下街の三越前にＨＩＬＯＳＨＩというビ

ジョンがございます。それから、札幌駅前ビル、４丁目プラザ等々、全体７カ所で情報提

供を行っております。 

 それから、インターネットでございますけれども、こういう時代でございますので、こ

れも極めて重要な媒体と考えて力を入れているところでございます。市のホームページは、

昨年３月にコンテンツマネジメントシステム、ＣＭＳと言っておりますけれども、こうい

うシステムを導入しまして、全面的に内容を改定しております。これによって、見る側か

らすると見やすい、検索をしやすい、つくる側はパソコン感覚でメンテナンスが容易にで

きるという効果がございました。 

 広報部は、ホームページ全体、庁内全体の総括的な役割を持っておりまして、今後はさ

らに各部局と連携して、各コンテンツの質の向上を進めていきたいと考えております。 

 それから、出前講座でございますけれども、これは市の方であらかじめ用意いたしまし

たメニューがたくさんありますが、そのメニューの中から市民からの依頼を受けまして、

課長職が地域に出向いて講座を開くものでございます。 

 メニューとしては、健康・福祉、文化・スポーツ、安全・安心等々１１分野１９９テー

マ用意しておりまして、毎年、多くの市民の皆様に利用され、好評だと受けとめておりま

す。子どものまちづくり参加意識を高めていくために、今年度からは、子ども向けのテー

マを拡充いたしました。 

 出前講座のテーマについて説明する、情報提供をするということとあわせて、講座の中

で市民の皆さんからの質問とかご意見、あるいは、場合によっては意見交換みたいなこと

もございますので、広聴的な機能もあわせて持っているように考えております。 

 それから次に、展示・掲示でございますが、これは地下鉄駅構内を初め、さまざまな場

所を活用しまして、ポスターや電照広告を行っているもので、内容はごらんのとおりでご

ざいます。 

 それから、市民の声でございまして、広聴部門でございます。毎日、市民の声を聞く課

には、たくさんの市民の声が寄せられます。提言、要望、あるいは、苦情といったものも

多数ございます。実際に来庁して面談でいろいろとご意見をいただくということもありま

すし、それから電話もかなりあります。最近は、インターネットにより声が寄せられる市

政提案コーナーであるとか、あるいは、市長のサイトに市長あての声を寄せるところがご

ざいまして、かなり数がふえております。例えば、ことしは、瓦れきの受け入れ問題で市

民の方からたくさん声をお寄せいただきました。市長あてのメールも、かなり多かった実

情がございます。 
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 いただきましたご意見などは、関係部局の方に私どもの方から、きちんと文章にし、あ

るいは、パソコンのデータとして登録する形で、ダブルの形で伝達しております。回答が

必要なものは、原局から回答する、あるいは、何か市政運営に役立てていくというものも

当然あるわけでございまして、そういったものはきちんと関係部局の方でそれを受けとめ

て改善につなげていく取り組みでございます。 

 それから、ふらっとホームでございますが、かつてはタウントークという名称で、シン

ポジウム的な手法により、多くの参加者に集まっていただきました。討論会のような形で

やってきました。ただ、平成２１年度からは、参加人数をぐっと減らしまして、座談会的

な、アットホームな雰囲気の中で、テーマを掘り下げて議論ができるような形式に組み変

えております。具体的な提言などももちろん出されまして、市政に反映したものも結構あ

ります。先ほど申し上げました広報さっぽろを市内の診療所、病院などで配布し、活用し

ていただくというのも、ふらっとホームの中で市民から提案があって実現したものでござ

います。 

 それから、市長あての要望書は、ごらんのとおりでございます。 

 次に、広聴リポーターは、大学生の知恵を市政に生かそうということでやっております。

昨年度は、幾つか提言をいただいた中で、大学生版広報さっぽろをつくったらどうか、自

分たちの仲間の中では余り広報誌を読んでいる人はいないということが発端で、そういう

提案がございました。現在、この提案については、各大学と調整して、まさに大学生みず

からが、自分たちがどんな情報が欲しいのかということを大学生版広報誌としてつくって

くださいと、当然、我々もサポートさせていただきますということで、今、準備を進めて

いる最中でございます。 

 それから、市政世論調査と市民アンケートでございます。これは、言うまでもなく、市

民意識、市民ニーズをきちんと把握して、市政に反映していこうということで、毎年行っ

ております。 

 調査対象年齢は、この資料の中に１８歳以上と書いております。昨年度までは、２０歳

以上の方を対象にしておりました。ただ、次代を担う若者の考えをしっかり把握していく

必要があるだろうという考えで、今年度から、１８歳以上と対象を拡大したところでござ

います。 

 それから、特別相談でございますが、法律相談を初め、８種類の相談を行っております。

平成２２年度の市民評価、事業仕分けにおいてご指摘をいただきまして、コスト削減と、

利用の少ない相談を廃止するというような見直しを行ってきた経過がございます。 

 ここで、資料の訂正をお願いしたいのですが、この資料の中に、総計１万８，０３３件

という数が書かれておりますが、この数字を１万１，０１６件と訂正いただきたいと思い

ます。もともとの１万八千何がしという数字は、実はこの中に市の職員が受けた市政外の

相談件数を含めてしまった件数でございます。事業評価調書の方では、市の職員が行った

ものは入れていない数字が入っていまして、それに整合性を合わせました。ただ、事業評
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価調書の方も、暫定的な数値で入れておりましたので、これもあわせて１万１，０１６件

に直していただきたいと思います。後ほどでも結構でございます。 

 そういう意味で、数字の整合がとれていなくて、申しわけございませんでした。おわび

をして、訂正させていただきます。 

 それから次に、コールセンターでございますけれども、市の事業や制度についての問い

合わせに答えるほかに、イベントなどの申し込みの受け付けをすることにも活用しており

ます。利用件数は、年々増加してきている傾向にございまして、昨年度は１３万件を超え

た状況でございます。今後、お年寄りがふえて、超高齢化社会を迎えるということでござ

いますので、電話一本で手軽に利用できるコールセンターの需要は、ますます高まってい

くのかなと考えているところでございます。 

 なお、資料の下段に、他の部局との関係を示しております。広報部は、広報・広聴につ

いて全庁的、総括的な役割を果たしているわけでございますけれども、何といっても広報・

広聴というのは各部局の動きが本当に重要でございます。全庁が連携して、市民との情報

共有をさらに進めていけるよう、広報部としてもいろいろな活動を行っているということ

でございます。 

 それから次に、２枚目の資料は、事前にご要請がございまして作成した資料でございま

す。 

 広報部の所管事業における主要事業の改善の取り組み状況ということですが、時間の関

係もありますので、細かな説明は割愛させていただきますが、広報さっぽろはもともと多

額の経費がかかっていますので、私どもも、これまで、いろいろな見直しを進めてまいり

ました。 

 効果額は、その表の下の方に７，３０６万円と出ております。これは、１年間に換算し

た効果額とご理解ください。 

 それから、広報番組も、コストの関係で、めり張りをつけてやっていこうということで、

放送の休止や回数の減などをやってきております。 

 それから、インターネットを活用した広報も、先ほど言いましたＣＭＳの導入で、１，

０００万円程度の財政効果を出しております。 

 特別相談は、先ほど申し上げましたように、市民評価を受けて見直しを行ったものでご

ざいます。 

 等々、全部合計いたしますと、平成１７年度からこれまでの取り組みの合計額は１億１，

０６０万３，０００円というような数字になっております。参考までにお示しをさせてい

ただきました。 

 それから、具体的に事前にいただいている質問１から７までご説明をいたします。 

 まず、配布の方法は適切と考えていますか、紙媒体による全戸配布は必要ですかという

ご質問でございます。 

 広報誌の配布方法でございますが、先ほど言いましたように、町内会配布と業者配布が
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７対３の割合でございますけれども、私どもは、町内会配布を基本として考えているとい

うのが、もともとのところでございます。自分たちのまちの広報誌を、地域の方々、自分

たちで配っていただいて、その配布謝礼を資金として町内会活動が活発に行われていくと

いう姿は、やはり市民自治の観点からは望ましいものであると考えております。 

 それから、安否確認を兼ねて配布している町内会の声も一部ございます。 

 したがいまして、今後も町内会配布を基本としていきますけれども、やはり、配り手の

高齢化が進んでおりまして、配布するのがなかなか大変なので、業者配布でお願いします

というところもだんだんふえてきております。今後も、業者配布にシフトしていくのでは

ないかと考えております。 

 それから、紙媒体による全戸配布の必要性ということで、これはネット時代が進んでき

ておりますので、ネットで見られれば紙媒体は要らないという市民の方には、どちらか選

択できるようにしたらいいのではないかというご意見、ご質問ではないかと思います。ご

承知の方もいらっしゃると思いますが、実は、市のホームページにも、ＰＤＦ形式でござ

いますが、広報誌をそのままの内容を載せております。したがいまして、そういう選択方

式は技術的にできないことではないと考えております。 

 ただ、全戸配布をやめた場合、実際に配布をする現場で混乱が起こったり、かなり負担

が重くなるのではないかということが一つの課題としてございます。つまり、今は、全戸

配布でローラー的に配れるわけですけれども、選択式となりますと配る方は配布先リスト

や、あるいは、マップを見ながら一軒一軒回っていくことになりますので、これは、配布

をする町内会、あるいは、業者の負担がかなりきつくなるだろうと考えています。 

 それから、９０万世帯ある中で、選択式の動向を管理していくということです。かなり

動きが出てくると思いますので、管理の作業といった手間とコストがかかってくるかなと

思います。 

 また、私どもは少しでも多くの方に広報誌に触れていただきたいと考えておりますが、

受け手のネット環境によっては、やはり紙媒体のようにぱらぱらと見られる状況にないと

いう方もいらっしゃると思います。そういった意味も含めまして、選択方式は、現段階で

は難しいのではないかと受けとめております。 

 ただ、将来もずっと今のままでいいと思っているわけではございません。広報誌の配布

方法も含めて、市政情報の発信のあり方については、ＩＴの進みぐあいをにらみながら、

絶えず検証をしていく必要があるかなと考えております。 

 それから次に、広報誌の市民の認知度、反応について教えてくださいということでござ

います。 

 市民の認知度については、先ほど言いましたように、毎年度、広報誌について意識調査

を行っておりますので、広報誌を読んでいただいているという市民の方は、例年８割を超

える状況でございます。特に、昨年の調査では８５．７％という高い数字になっておりま

す。 
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 また、市政情報をどういうルートで、どういうものから得ていますかという質問に対し

まして、広報さっぽろから得ているという方が７４％ぐらいございました。そういう意味

でも、市民の認知度は高いものというふうに受けとめております。 

 それから、市民の反応でございますけれども、毎月、広報クイズを応募するときには、

広報誌に対する感想、意見を書いてくださいと言っています。毎月、７００件から、多い

ときは１，０００件くらいの意見が寄せられます。 

 それから、私どもは、広報さっぽろ読者モニターという大人が５０人、子どもが６人の

登録をさせていただいて、毎月、広報誌についての感想、意見をいただいております。 

 そういったものを通じていただいているご意見を申し上げますと、図やグラフ、イラス

トが多いのでわかりやすい、市の問題提起、提案に対して市民の一人として意見を持ち、

考えることができた、あるいは、かつて子育ての特集を掲載したことがございますが、そ

れを見て悩んでいるお母さんを支援したいという気持ちがわいたといった好意的な声が多

い状況でございます。反応はということでいえば、良好だと受けとめていると回答させて

いただきます。 

 こうした市民の意見を取り入れながら、広報誌の改善にも取り組んできております。例

えば、ことし５月号から、お知らせの記事の表の文字を大きくして見やすくしたり、タイ

トルに青い帯を入れて探しやすくするといった改善を日々行っております。 

 次に、漫画などの掲載で、若年層の購読の効果はありましたか、それから、クーポンに

ついて今後の企画を教えてくださいというご質問をいただきました。 

 漫画等の掲載の効果でございますけれども、若年層だけでなくて、私どもはかねてから

少しでもわかりやすく親しみやすい紙面づくりのために、文章表現をどういうふうにした

ら、よりわかりやすいかとか、レイアウトやイラスト、写真をいろいろ工夫しております。

その一環として、平成２０年度から漫画のコーナーを新設したところでございます。 

 その結果、２０代の若年層で広報誌を必ず読んでいる方の割合は、導入直前の平成１９

年度では１８．１％、導入直後の平成２０年度は２２．６％、昨年の平成２３年度は２３．

５％という状況になっております。 

 また、先ほど、広報モニターを言いましたけれども、若者の広報モニターからは、漫画

はかた苦しくなくて気軽に読める、わかりやすいという好評の意見をいただいております。

若年層の活字離れがいろいろ言われている中で、一定の効果はあるのかなと思っておりま

す。 

 クーポンの方でございますが、これも一人でも多くの市民に市有施設に足を運んでいた

だいて、リピーターになっていただくように、平成１７年度から導入したものでございま

す。これまでは、円山動物園や青少年科学館といった市民の皆さんが比較的よく利用され

る市有施設のクーポンを掲載するということが多い状況でございましたけれども、それに

加えて、認知度が余り高くない事業のＰＲを行う、あるいは、集客のてこ入れをする必要

があるというものについてもクーポンを活用してございます。 
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 昨年の６月号とことしの１月号で試験的に行ったクーポンがございますが、定山渓温泉

の入浴割引クーポンを行いました。これは、結構好評でございまして、今後は、こういっ

た市の経済や観光施策と関連のある民間の施設も対象にしたクーポンについても提供を検

討していきたいと考えております。 

 それから、広報さっぽろの広告収入についてどういう状況になっているのか、それから、

広告収入の拡大についてどう考えているか、さらに現行のページ数を増加させて広告枠を

拡大した場合、支出と収入はどちらが大きいのかというご質問でございます。 

 まず、広告収入の状況でございますが、直近の３年間で申し上げますと、平成２２年度

が７，５７５万１，０００円です。平成２３年度は、７，７５２万８，０００円です。平

成２４年度は、広告枠を拡大いたしました。これに伴って、ふえました。８，９２８万４，

０００円です。前年度に比べて１，１７５万円ほどふえました。 

 ちなみに、現在、広告枠を拡大した後の広告の全体に占める割合は１３．６％、およそ

７分の１でございます。表紙、裏表紙も含めますと、広報誌は全部で４４ページございま

すが、そのうちの６ページ分を広告が占めているということでございます。 

 今後、拡大をしないのかということでございますが、貴重な財源ですので、これまでも

拡大に努めてきておりますけれども、やはり、現行のページ数の中でやるということにな

ると、一般紙面にかなりしわ寄せが来ますので厳しいと考えております。かなり窮屈な編

集になっております。もともと、各事業部局から広報誌に載せてもらいたいという希望や、

かなりいろいろなことがございます。これは、事業部局のニーズが高いです。一方、市民

の皆さんからも、こういうことを広報誌に載せるべきだという意見も多数いただいており

ます。そういう中で、苦労しながら、どれをチョイスするか、どれをコンパクトにして、

どれに力を入れるかというめり張りをつけながらつくっておりますが、そういう中で、現

状でも、本来掲載したい記事が載せられない、割愛せざるを得ない、あるいは、お知らせ

コーナーなどのお知らせ記事も掲載し切れない状況になっております。 

 一方で、広告を出す方のニーズも考えなければなりません。私どもは、広報誌の広告掲

載は広告代理店を通じてやっているわけでございますけれども、その代理店からの話によ

れば、やはり景気低迷の影響は、ここのところは非常に来ていると、かつては売れた広告

も売れませんと、広報さっぽろは非常に発行部数が多く、そういう意味では、魅力的な媒

体である反面、不特定多数で年齢が幅広という対象に配布している関係もあって、どんど

ん売れるということではないということでございます。さらなる拡大は、かなり厳しいの

ではないかというご意見をいただいております。そういう私どもの都合とか、代理店から

の話なども勘案いたしますと、今後、さらなる拡大は厳しいかなと考えております。 

 それから、もう一つ、ページ数をふやして広告増収を図ったらいかがですかということ

でございます。 

 広報誌は中とじで作成しておりますので、４ページ単位での増ページという形になりま

す。４ページでふやすということで考えた場合を前提に申し上げますと、製作のコスト増
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は年間で４，２００万円です。これに対して、収入の方はということでございます。先ほ

ど言いましたように、広告代理店２社へのヒアリングを行ったところ、やはり広告費削減

の企業が多い中で、現在の６ページに加えてさらに４ページ分の広告を売ること自体が難

しいでしょうと言われました。 

 そこで、広告単価を下げたらどうですかと聞きました。そうすると、広告の増加枠分に

ついては、現在の単価の半額でも売るのは厳しいだろうというお話でございました。仮に、

現在の半額で掲載したところ、増収は３，５００万円です。先ほど、コスト増の方は４，

２００万円と申し上げました。ですから、この試算が正しいとしたら、ペイできないのか

なというふうに思っております。 

 これは、代理店の話でございますので、やはり、検証する必要があると思っております。

今後も、企業の広告、ニーズなどの情報収集を行いながら、引き続き、検討していきたい

と思っております。 

 それから、ホームページアクセスの多いコンテンツの内容について教えてくださいとい

うことでございました。 

 それから、市民と市民以外、例えば、観光客や年齢、性別別など詳細なセグメントでの

アクセス分析をしていますかというご質問でございました。 

 まず、アクセスの多いホームページのコンテンツでございますが、トップが市役所のト

ップページでございまして、これは年間で約３５０万件です。それから、２位が図書館で

約１００万件です。３位が、市営交通の９５万件、４位が円山動物園の９１万件です。５

位は意外でございましたが、契約管理課における入札・契約情報がございまして、これは

主に業者の方がごらんになっていると思いますが、これが６５万件です。 

 ちなみに、年間の全アクセス数は５，５７０万件で、そのうち上位トップ５を申し上げ

ました。 

 それから、詳細なセグメントでのアクセス解析でございますが、アクセス解析で使用す

るＩＰアドレスは、居住地や年齢、性別といった個人情報が含まれておりませんので、一

般的には、そうしたアクセス解析はできない現状にあるというふうにお答えさせていただ

きます。 

 それから、インターネット以外のＩＴ活用による広報の実施状況や今後の展望について

聞きたい、さらには、より多様な媒体による多角的な広報戦略はありますかという質問で

ございます。 

 まず、インターネット以外のＩＴ活用による広報の実施状況は、インターネットにおけ

るホームページ以外の実施状況という質問とご理解させていただいて回答いたしますけれ

ども、現在、広報部では、Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＹｏｕＴｕｂｅ、ＵＳＴＲＥＡＭというイン

ターネット上の民間サービスを活用して広報活動を行っております。 

 まず、Ｔｗｉｔｔｅｒでございますけれども、去年１月からテスト運用を開始して、こ

とし４月から正式運用をしております。内容としましては、市のホームページの中でトピ
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ック的な記事を掲載する場合に、それをＴｗｉｔｔｅｒの方でご紹介して情報発信してい

くことが中心でございます。８月９日現在のフォロワー数、登録者数は３，１７２名とい

う状況でございます。 

 それから、動画掲載サイトのＹｏｕＴｕｂｅにつきましても、今年度から正式運用を開

始しておりまして、市長の市民に対するメッセージビデオ、それから、札幌市の各種ＰＲ

ビデオ、最近では節電プロジェクトの一環として、著名人に節電のＣＭに参加していただ

いておりますが、そういったものを掲載しております。総再生数は３万２，０００回を超

えている状況でございます。 

 そのほか、動画の生の中継サイトでございますＵＳＴＲＥＡＭにおきましては、例えば、

雪まつりの雪像の作成風景、それから、上田市長とノーベル賞を受賞された北大の鈴木名

誉教授との対談を生中継しております。これは、テスト運用を進めている段階でございま

す。 

 それから、今後の展望でございますけれども、こうしたソーシャルネットワーキングサ

ービスがこれだけ大きなコミュニケーションツールになっていることを踏まえますと、将

来展望としても、何らかの形で活用を進めていくことが必要だろうと考えております。 

 この場合、大切なのは、やはり、ソーシャルネットワーキングサービスの持つさまざま

な特性があると思います。例えば、情報拡散の有効性あるいは不確実性、一方で、炎上、

デマといったリスクもございますので、そういうことをきちんと把握して、どういう事柄

について、どのような使い方をするのが効果的なのかというしっかりとした考え方を持つ

ことが大切だろうと思っております。その上で、実際にやってみて、実践と検証を繰り返

し、ノウハウ、経験を蓄積しながら活用を進めていく必要があると考えております。 

 ただ、本格的に取り組んでいくことになりますと、Ｔｗｉｔｔｅｒにしても、Ｆａｃｅ

ｂｏｏｋにしても、レスポンスをたくさんやっていくことになると、人手を要することに

なりますので、そういう人的体制をどうやって生み出すのかという現実的な課題もあると

考えております。こういうことを踏まえながら、鋭意、取り組んでいきたいと思います。 

 それから、７番目になりますが、多様な媒体による多角的な広報戦略についてでござい

ます。 

 例えば、既にテレビのスポットＣＭで、その月の広報さっぽろを紹介するということで、

これは、一、二分の短いＣＭ的なものですが、そういった取り組みも昨年度、ことし２月、

３月ぐらいから実験的に始めております。また、例えば、ホームページで新たなコンテン

ツを立ち上げるという場合には、パブリシティで報道機関に情報提供して、こんなホーム

ページを札幌市で立ち上げたよというニュースを流していただきます。 

 直近で言えば、札幌市平和バーチャル資料館というホームページを立ち上げました。札

幌市の平和都市宣言２０周年を記念して、新しい事業として、こういうホームページコン

テンツをつくったのですけれども、そういったものも、パブリシティなど、いろいろな手

だてを講じてＰＲしていくということでございます。 
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 いずれにしても、こういう複数の媒体を組み合わせたクロスメディアと呼ばれる取り組

みは、少しずつでありますけれども、既に進めているということでございます。 

 それから、家庭以外のさまざまな場所で目に触れる広告媒体、これはいろいろなものが

あると思います。一般的にＳＰメディアと言われておりますけれども、こういったメディ

アの活用にも積極的に取り組んでいるところでございます。これからの広報については、

いわゆるコミュニケーションデザインという観点から、総合的な広報プランを構築してい

く必要があると考えております。民間広告会社のノウハウなども学びながら、活用しなが

ら、戦略的な広報、効果的、効率的な広報に努めてまいりたいと考えているところでござ

います。 

 前段の説明は以上でございます。 

○吉見委員長 それでは、委員の皆様から、７番目までについて質問をいただきたいと思

いますが、いかがでございましょうか。どなたからでも結構です。 

○山崎副委員長 まず最初に、単純な質問ですが、一番最初の概要説明のところで、パブ

リシティで１，６１３万円かかっているわけですね。パブリシティで１，６００万円かか

るというのは、どういうお金がかかるのか。記者クラブに情報提供することで１，６００

万円かかるというのは、どういうお仕事なのか、教えてください。 

○市長政策室 これは、一番大きいのは、実は、広報課の方で非常勤職員を２人雇ってい

まして、記者クラブとのつなぎ役ということで、先ほど、毎日、広報メモとか投げ込みを

やっていると言いましたけれども、ある程度、機械的にできることもあるものですから、

そういった作業を行う職員を２人雇っている人件費がかなりを占めております。 

 あと、市長の記者会見をやった結果、いわゆる会見録という記録をつくります。これは、

まずは業者に録音してもらって、録音データを文字にかえていただいて、それを職員の方

でさらにチェックするための会見録の委託料みたいなものも入っております。 

○山崎副委員長 余談ですけれども、札幌市の記者クラブは、記者クラブご自身たちの運

営で、幹事会その他も全部お役所ではやっていないですね。 

○市長政策室 やっていません。 

○山崎副委員長 幾つか細かい質問もあるのですけれども、新聞、テレビでいろいろな発

信をされていらっしゃって、それもいろいろ効果的にというところでご努力されているの

はよくわかりました。例えば、テレビ番組を、もう一回、ＹｏｕＴｕｂｅなどで２次的に

使ったりということを今までもおやりになっていたり、これからもおやりになるといった

やり方は既にやっているのか、あるいは、やっていないのか、これからやるのか、やらな

いのかについて一言お願いします。 

○市長政策室 広報番組を担当しています広報プロジェクト担当の田中と言います。よろ

しくお願いいたします。 

 今のご質問ですけれども、広報番組につきましては、基本的に、札幌市の持ちものでは

なくて、あくまで、各放送会社、いわゆる番組に権利があるという形で、今、契約してい
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るところでございます。ただ、２次使用料をお支払いして、市のホームページ等で掲載し

ているということはございます。ただ、ＹｏｕＴｕｂｅになりますと、そこら辺の２次利

用についてクリアしないとならないということがあります。 

 ただ、経費的には、そういったつくりの方が、いわゆるうちが権利を持たない方が放映

料が実際に安いということもありますので、そこを比べながら、確かにおっしゃるとおり、

ＹｏｕＴｕｂｅは若い方はかなり見られている部分がございますので、そちらの利用も含

めて、今後、検討していかなければならないと思っております。 

○山崎副委員長 ありがとうございました。 

 あと、お伺いできればと思ったのは、広告についてです。今、ほかの自治体も、広報誌

で広告をいろいろ一生懸命おやりになっていますが、こういった取り組みは、大分時間も

たってきたのですが、一方では、どのぐらい一生懸命増収に励んでいるのかということを

きょうお伺いしたかったのです。 

 もう一つは、広告をとるための労力も並々ならぬものではないので、そこら辺はどうい

うふうにご苦労されているのかが気になったのですが、どうも広告代理店に一括してお任

せしているので、広報部の方々が広告とりをしているわけではないということです。 

 ついでに、そこでお伺いしたいのですけれども、広告代理店にとられてしまう手数料は

どのぐらいあるのか、参考までに教えてください。 

○市長政策室 ２０％ということでやっています。 

○吉見委員長 ほかにいかがでございましょうか。 

○太田委員 二つほど質問をさせてください。 

 まず、クーポンについてです。 

 これは、購読率を上げるには非常によいコンテンツだと考えていますが、お答えで聞き

逃したのかもしれないのですけれども、質問させていただいたように、今後の企画につい

て教えていたただきたいというのは、どのように企画立案されて決定されているか、その

意思決定等についてのシステムを教えていただきたいのです。 

○市長政策室 まず、クーポンでございますけれども、これは、各事業部局から、ぜひ広

報誌でやってくださいとリクエストがあるものと、それから、広報部の方で、こういうク

ーポンを掲載したらどうでしょうということで事業部局の方に持ちかけるものと、両方が

あります。そういう中で、両者の折り合いがついたものを、広報課の中で編集会議みたい

なことをやっているのですが、その中できちんと議論をして、決めて、行っていくという

ことでやっております。 

○太田委員 今後の企画はいかがですか。 

○市長政策室 今後の企画ということで、先ほども申し上げましたように、従来から行っ

ており、割と市民の方に多く利用されている市民利用施設は継続していくとともに、先ほ

ど言いましたように、定山渓温泉などが利用できるみたいな民間事業ですね。ただ、市民

の方にしてみたら、市有施設だろうと、民間事業であろうと、魅力的なものはどんどん使
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うわけですから、そういった視点で少し拡大をしていく考え方を持っております。 

○太田委員 ちなみに、定山渓温泉の場合は、温泉協会等々からの広告料は取っていらっ

しゃらないのですか。 

○市長政策室 取っていないです。 

○太田委員 いい収入源になるかと思いますので、ご検討いただければと思います。 

 もう一点、ホームページについて教えてください。 

 アクセスの多いものが大変意外で、図書館、交通、動物園とありましたので、これは、

多分、市民の利用が一番多いのかなと思うのですが、逆に考えますと、三つがきっちりと

広報されていないというふうに感じるのですが、その点についていかがお考えでしょうか。

わざわざホームページにアクセスしなければならないということは、日ごろから広報がさ

れていないという考え方もできるのですが、その点についていかがお考えでしょうか。 

○市長政策室 広報調整係長の満保と申します。 

 私どもで考えているアクセスの多い理由としましては、市のトップページにつきまして

は、やはり札幌市というキーワードで検索をした結果、市のトップページに入っていらっ

しゃる方が一番多いと思います。 

 次に、図書館のトップページは、図書館のホームページ上から図書の予約が可能になっ

ておりますので、そういった利用があるのかなと思います。 

 また、市営交通も、さっぽろえきバスｎａｖｉというもので路線などを検索することが

できますので、そういった利用があるのかなと考えております。 

 動物園につきましては、理由とするところが思いつかないのですが、やはり、人気のあ

る動物の情報を知りたいといった一般的な興味が高いのかなと思います。 

○太田委員 そう考えますと、やはり、ホームページアクセスは、圧倒的に市民の方が活

用されていると理解してよろしいですね。 

○市長政策室 そのように思っております。 

○吉見委員長 ほかにいかがでございましょうか。 

○林委員 あくまでも自分の経験に基づくので、客観性は余り担保できないのですけれど

も、先ほどの広報収入の件に関連するのですが、実は、うちの事務所でお願いしたことが

あったのです。先ほどの説明と直接実感したところと若干ずれがあるかなというか、私ど

もも読者なので、読者の感覚からいくと、ページの中の左側の細長いところが一番目につ

く感じで、結構埋まっているように言われることが多かったのです。 

 一番後ろは、特定の会社が半永久的に独占状態ということで、ここは絶対にとれません

という話でした。そうなると、一番後ろの１個開いた中側の一番最後のページですが、こ

こは余り人は見ないのです。そうすると、コストパフォーマンスが余りよくないのでやめ

ようかみたいな話になります。不景気だからといっても、そこまで利用状況が下がってい

る感じはしなくて、利用したい方のニーズと余りかみ合った形でしていただいていないの

かなと思います。 
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 やはり、広告料は大事な資金源ですから、むやみに安くしてくれと言っているつもりは

ないのですけれども、利用勝手が余りよくないというところが、利用しようとした者の経

験としてあります。ぜひ一度、その辺をいろいろ調査していただければと思います。 

○吉見委員長 今の話は、要望だけでよろしいですか。 

○林委員 太田委員もおっしゃっていますけれども、やはり、大事な収入源だと思います

し、かつ、やりようによっては、ニーズはもっとふえるのではないかと思うので、積極的

にご検討をいただきたいと思います。 

○吉見委員長 ほかにいかがでしょうか。 

○石川委員 どういうふうに質問をまとめるか苦慮しているのですが、紙媒体の広報さっ

ぽろがありましたら、取り組み状況の方が見やすいので、広報番組、インターネットを活

用した広報があるのですが、自分の例で考えると、私は、テレビも見ないし、ラジオも聞

かないので、広報番組に接する機会が全くないのです。要は、どういうポートフォリオで、

どこをどう打てば、どう響くかという判断をどういう次元でしているのか、イメージがつ

きづらいのです。テレビをすれば広報ができる、広報さっぽろを配ればということ自体は

わかります。しかし、資源は有限だと思うので、どういうプロセスで重点的に打たれるの

かというところを教えていただければと思います。 

○市長政策室 全体の広報方針というか、広報戦略をどういうふうに組み立てているのか

というプロセスのお話でしょうか。 

○石川委員 少なくとも、２０年前はインターネットがなかったわけで、その割合がふえ

ていく、ラジオを聞く人が少なくなっていくなど、社会状況がいろいろ変わっていると思

うのです。それに対して資源をどう振り向けていくのか、どういうプロセスで決まってい

るのかということです。 

○市長政策室 まず、お金あるいは人という資源があるわけです。お金の関係で言えば、

毎年毎年、秋口には予算要求というプロセスがございます。そのプロセスの中で、私ども

も、今までやってきたことがどうなのかということは常に考えまして、その上で、次年度

の予算要求をどうするのかという中で全体の媒体の活用、何にどういうふうにお金を使っ

てということは考える一つの機会がございます。人手についても、人員要求という場面が

ありますので、広報部全体の中で、どういう事業にどういうふうに力を入れたら、どれぐ

らい人手がかかり、それをどうするのか、こうするのかということがあります。ただ、人

員要求は、抑制基調がずっと続いている中での話なので、なかなか人がつきづらい状況が

ございます。そういう予算要求あるいは人員要求の段階に、広報部の中でいろいろ作戦を

立てて、その中で枠組みが決まっていって、実際に予算がついて、その中でどういうふう

に実践していくのかということを、日々、執行段階でも考えているということでございま

す。 

 余りマッチしていない回答になっているかもしれませんけれども、よろしいでしょうか。 

○吉見委員長 関連して、一つお伺いします。 
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 これは、今の石川委員の質問と事前質問の２番あたりとの関係、あるいは、６、７と関

係すると思うのですが、非常にざっくり言いますと、本当に広報は要るのか、この時代に

もう要らないのではないか、極論すると、そういう質問が入っていると思うのです。それ

に対しては、要るのですというお答えが出てくるのはすぐに想像がつきますが、一方で、

北海道の場合は、ご案内のように、この間、財政が非常に厳しい中で大幅な削減をされま

した。昔は冊子体で配られていたものが、今は、年４回、紙ベースになってしまっていま

す。それで、物すごく不便が出たのかというと、そういう声は余り聞こえないのです。そ

うであれば、今のような形でかなりの内容を含んだ広報誌を全戸に配布するというやり方

がいつまで続くのだろうか、この時代に本当に合っているのかという問いが、インターネ

ットの問題とも絡んで、入ってきているのではないかと思うわけです。それに対して、積

極的に要るのだというご説明が要るのだと思います。 

 それに関連して幾つか言いますと、まず、市民に読まれなければいけないだろうという

ことです。それで、クーポンの件も含めて、いろいろな工夫をされてきていることはわか

ります。 

 しかし、逆説的に言うと、無料で、税金を使って配布しているものに読まねばならない

情報だけが載っていていいのか。つまり、お金を出して買ってもらうような雑誌の性格で

はなくて、お金で買っていただけないけれども、ぜひ市民に知っていただかなければいけ

ない情報といいますか、そういう情報こそ載らねばならない。ところが、実際に市民にア

ンケートをとると、そういう情報は、大概、読まない情報の方に入ってしまうのです。読

む情報の順番でいきますと、ランキングの下位になってしまうのです。そうすると、どう

しても広報の立場からすると、そういう部分に割く紙面をどんどん減らしていって、読ま

れる部分がふえていく傾向が出てきてしまう、果たしてそれでよいのかどうかということ

ですね。 

 全戸配布で言うならば、仮に読まれない情報であっても、読まれる情報より読まれない

情報という視点も必要なのかもしれません。つまり、方針をどういうふうに考えられるか

です。皆さんがたくさん読まれるという人気ランキングの情報をたくさん載せるという考

え方と、今のように、市の広報という観点からすると、市にとって真に市民に知ってほし

いもの、仮に、放っておけばまず読まれない、見られないであろう情報を、極論すれば、

全戸配布で無理やり読んでいただくという立場なのか、大分方向性が違うように思います。

その辺の方向性がよく見えないのです。札幌市の広報が、総花的にすべてを追いかけてい

るようにも見えるのです。 

 あるいは、テレビ、ラジオ等について、石川委員から質問がありましたが、これについ

ても、この時代に本当にテレビやラジオでの広報が必要なのでしょうか。例えば、市長の

会見や意見などを本当に聞きたければ、それこそＹｏｕＴｕｂｅなどで配信されれば、い

つでも見ることができる状況にある中で、必ずしも利便性のいい時間に、極論すれば、夜

の７時や８時に札幌市の広報の番組は流れないわけです。必ずしも利便性のいい時間帯で
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はないときに流す形にならざるを得ない状況の中で、多額のお金をかけて、これらのメデ

ィアを利用するメリットはいまだに残っているのかということです。 

 あるいは、視聴率や聴取率をどのくらい広報の番組で考えねばならないか、全く見られ

ないのは問題だと思いますけれども、そこのところの問題点も多分にあると思います。あ

るいは、聴取率や視聴率を気にするのであれば、視聴率や聴取率が悪いところはどんどん

切るという方策もとらねばならないでしょう。 

 ラジオの聴取率の場合は、ご案内のように、年に２回しか、アンケート結果でしか出ま

せん。その２回で、放送局は半年間の営業をやっていきますので、この間に入れかわりも

結構あるわけです。そうすると、トップになったところとしか契約しないということにな

る。しかし、実際には、長年ずっと同じような形で何局かの放送局とやられてこられてい

るのではないかと思います。インターネットなどの媒体が現にある中で、それらは本当に

有効なのでしょうかということに関しての積極的な説明が欲しいという意味のご質問だっ

たのだろうと思います。 

 説明をしてしまいましたが、これらについて積極的に説明ができるかについてお伺いし

たいと思います。 

○市長政策室 積極的というふうに理解していただけるかどうかはわかりませんけれども、

私どもが今やっている紙媒体の広報誌についても、テレビ、ラジオについても、広報媒体

がいろいろある中で、全体を見て、今のやり方が効果的だと思っているからやっているわ

けでございます。 

 まず、紙媒体の必要性ということで、先ほども説明いたしましたが、これだけネット時

代が進んできていますから、若い方が紙で各家庭に配られたものをどのくらい見ているの

か。ただ、それでも、よく読む、あるいは、少しでも読む割合は、若年層でもそれなりの

数値が出てきています。お年寄りは９割を超えております。お年寄りの中で、ネット環境

にない方はまだまだいらっしゃるわけです。今の４０代、５０代が７０代、８０代になる

ころには、年寄りでもネットで情報を得られる状況にはなると思いますけれども、今はま

だ、お年寄りのことを考えれば、紙媒体は絶対に必要です。次に、紙媒体の全戸配布が必

要かどうかという論点になると思います。私は、先ほど言いましたようないろいろな課題

もございますので、選択方式を導入する時期にはまだ至っていないだろうというふうに考

えているわけでございます。 

 それから、もう一つは、広報誌の中身の問題です。読者が読みたい、見たい情報と、読

者は必ずしも見たくはないけれども、市からこれは知っておいてもらいたいということに

ついての問題がございます。 

 私たちの基本的なスタンスを言えば、我々は、特集のところは、札幌市の重要課題を載

せていますので、こういうところについて問題意識を持ってもらいたいというふうに考え

て力を入れております。ただ、実際に市民アンケートの結果を見ますと、特集よりも、い

ろいろなイベントとか、催し物とか、どの施設でどんなことがいつあるのかというお知ら
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せのページの方が人気があるという結果になっています。 

 ですから、どちらをとって、どちらを切るという偏った考え方は持っておりません。そ

の両方のバランスを持ってやっていくしかないと思います。それが、今のページ数の割合

というふうにご理解をいただきたいと思っております。 

 また、テレビ、ラジオの問題ですが、特に、テレビは、土曜日に一般家庭の皆さんが外

に出ている時間帯が比較的多い状況で、コストとの関係の中で、どこを拾っていくのか、

どこにターゲットを当てるのか、視聴の時間帯を兼ね合わせながら、例えば、子どもに人

気のある番組の近いところで広報番組の枠を持っております。そこは、子ども向けに、子

どもも一緒に見て楽しめるような番組づくりをするなどの工夫は一生懸命やっているとこ

ろでございます。 

 ちょっと答えになっていないところがあるかもしれません。 

○市長政策室 テレビ、ラジオの関係は、今、お話がありましたとおり、ご承知のように、

テレビにつきましては、全世帯が持っているということと、約９割の方が毎日テレビを見

ているという情報もございます。また、ラジオについては、「ながらラジオ」といいます

か、車の運転をしながら、家事をしながらということもあります。特に、ラジオについて

は、最近、ｒａｄｉｋｏということで、インターネットでもラジオが聞けますので、かな

り若い方もラジオを聞いている時代でもあります。そういった中で、より有効に、先ほど

部長の話もありましたけれども、時間帯を加味しながら、ターゲットを定めてやっている

のが実情でございます。 

 ただ、先ほどおっしゃいましたように、ＹｏｕＴｕｂｅなどに使うには、今の状況では

使えない部分もありますが、過去にも、こちらの改善状況のところに話がございますけれ

ども、もっと流しておりました。しかし、視聴率の悪いところ、一番組当たりの効率が悪

いところ、放送時間が悪いところを含めて、見直しは図っております。 

 ただ、今後については、先ほどありましたインターネットの普及により、ＹｏｕＴｕｂ

ｅの状況などを考えながらも、どういう形でやっていくのかということを常に考えながら

活用していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○市長政策室 先ほどの吉見委員長からお話のあった北海道の広報が新聞折り込みになっ

て、かなりコンパクト化したことと札幌市の広報のあり方について、若干説明をさせてい

ただきます。 

 やはり、基礎自治体である札幌市と道庁、道民との関係、札幌市民との関係では、直接、

市民生活にかかわるサービスのボリュームも相当異なるでしょうし、例えば、お子さんを

持っている乳幼児健診のご案内、はたまた高齢者の介護予防のご案内ということも含めて、

こういうもののお知らせは、広報さっぽろ以外で定時性を持って、期限を持って募集する、

そしてご案内するというツールは、現時点では、確かにテレビやラジオでの利用、インタ

ーネットはございますでしょうけれども、年齢層的には、高齢者の方などはインターネッ



 - 19 -

トを通じてのご案内はできないと思います。 

 トータルで言いますと、広報さっぽろは、先ほど部長からお話があったように、お知ら

せ原稿を利用されるというのは、特にイベントだけではなくて、札幌市の行政サービスの

利用をお知らせ原稿をもってお知りになる方が相当数いらっしゃる現状もあります。そう

いう意味では、道庁がやられているような道庁の広報のコンパクト化とは一線を画して、

札幌市としても、ほかに定時性を持ってお知らせできるような事例がもう少し見えてくれ

ば、全戸配布のあり方はどうなのかという見直しをしていく必要があるかと思いますけれ

ども、現時点ではないと思います。 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 もしかすると、また資料等を……。といいますのは、基礎自治体でも、政令市とほかの

自治体との違いも出てきますし、基礎自治体だから必要だという説明はなかなか難しいと

思うのです。現に、財政状況が非常に厳しい基礎自治体では、かなりのカットをせざるを

得なくなっている部分もあります。逆に言いますと、札幌市はまだそれだけ余裕があると

いうことだと思うのです。 

 ですから、例えば、他の政令市の状況との比較ももしかすると必要になってくる部分が

あるかもしれないと思うので、また後で委員から追加的なものがあればお願いするかもし

れませんので、よろしくお願いします。 

 あと１点は、先ほど太田委員から話が少しあったクーポンの件です。 

 一部、札幌市がお持ち、ないしは、札幌市が所管、関連するようなさまざまな施設のク

ーポンなども出ておりますね。ただ、もともとクーポンなどをつけ始めたのはそう昔では

ないということもあるのです。他都市の状況などを見ると、地元のことをいろいろ知って

もらうために、基本的に市や市の外郭団体等が関係しているような施設で有料施設のもの

を、かなり安くしたり、無料にするような券を織り込んでいるケースを間々見かけます。 

 広報さっぽろでも、もいわ山ロープウェイの割引は、何月号かついておりましたね。無

料券ではありませんでしたね。例えば、歴史的な建造物や、札幌では、テレビ塔は関係し

ている会社と考えていいのかもしれませんが、そういうところに地元の市民の足がなかな

か向かないので、まず、市民にその施設を知ってもらうという観点もあって、あるいは、

市民が税金を払っているのだからということもあって、例えば、免許証など市民であるこ

とを証明する書類などを携帯することを条件にしているところが多いと思いますが、無料

券を持っていけば無料、ただし、１年に一遍だけということをやっているような自治体も

かなり散見されます。 

 そこで、先ほどの太田委員のお話にも関係するのですけれども、つまり、今後の企画は

何でしょうといったときに、先ほどのお話ですと、原局などからの要望があったり、ある

いは、広報からこれはどうですかという話がある中で決まっていくということです。今言

ったように、市民に市の有料施設を積極的に見てもらおうというようなポリシーみたいな

もので、こういうものを進めていこうということはまだ決まっていないというか、市とし
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て、そういうものはまだないということでよろしいでしょうか。 

○市長政策室 確かに、委員長がおっしゃるように、札幌市も、ご存じのように、魅力都

市さっぽろシティプロモート戦略を通じて、市民の方々に市内の観光資源を再認識してい

ただき、すべての市民が観光大使といいますか、市内にいらっしゃる観光客１，２００万

人を超える方々に札幌の観光資源をご紹介いただけるという動きをこれからしていこうと

いうことを考えております。その中で、魅力都市さっぽろシティプロモート戦略との連携

に基づいて、市内の観光資源を札幌市民にさらに知っていただくという意味でクーポンは、

そういう施設をチョイスして、皆さんに使っていただくのかという戦略は、これから考え

ていかなければならないと思っております。 

○林委員 先ほどの話と同じようなことで申しわけないのですけれども、広報さっぽろに

一度か二度だけ載せていただいた経験と弁護士の広報のこととかかわるようなお話になり

ます。本当に私の狭い経験で申し上げるので、客観性はよくわからないのですが、先ほど

石川委員からもお話がありましたように、ここ数年、媒体によってのすみ分けが本当に物

すごく進んでいると思うのです。うちの事務所も、超零細企業ですけれども、日々、あら

ゆる手段で、どういう広報を行うかについて、本当に頭が痛いというか、悩ましいのです

が、明らかにお客さんの層が違うのです。そういう意味では、広報さっぽろは、高年齢者

層と、若者でも低所得者層はインターネットの活用もなかなかできない層も一定程度いら

っしゃるので、そういう意味では、非常に貴重な情報源だと思います。 

 そういう意味で言うと、テレビは、今、どれだけニーズがあるのか。一瞬しか映らない

という性質の割には、物すごくお金がかかるのです。 

 今、民放離れ自体をすごく言われていて、ドラマの視聴率もすごく落ちてきていますが、

何をやるかということをすごく考えていただかないと、広告代理店にお金をただ取られる

だけの結果に終わるのかなとすごく思うところです。 

 そういう意味で言うと、インターネットは、仕事柄、すごく使うのですけれども、行政

手続を調べるのにすごく使うのです。例えば、離婚届や何とか届、また、ＤＶなどですね。

今までは、本当にたまたまだったのかもしれないのですけれども、とても残念ながら、札

幌市のものが上の方でヒットしたことがなかなかないのです。例えば、何とか届けを出し

たときに、道のほかの市やほかの都府県のどこどこ市がつくったものが挙がってきて、そ

れによくお世話になっております。ただ、とても残念ながら、札幌市にはまだお世話にな

っていないということがあります。でも、インターネットを活用できる市民の方は、自分

でいろいろ調べたいという人がすごくふえてきているのです。手続はやはり難しいし、細

かいのです。そして、住んでいる市でも違うので、その辺もすごく考えていただきたいと

思います。 

 先ほど、ほかの委員の方々がおっしゃっていることと本当にかぶってしまうのですけれ

ども、どうしても、広告代理店に任せてしまうと、見えづらい部分が出てくると思うので

すが、どの方法で、どういうニーズがあって、どれだけお金をかけるべきかどうかは、本
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当にすごく考えていただきたいのです。税金なので、先ほど委員長もおっしゃったように、

ニーズがなくても載せるべきものは絶対に出てくると思います。そういう意味では、市の

広報は一番難しいかもしれませんが、改めて、全体を具体的に検討していただければと思

いました。 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 なかなか難しいですね。余談ですけれども、私も路面電車に関連する市民団体をやって

いて、「札幌」と「路面電車」や「市電」と入れて検索すると、電車事業者よりも上に来

るように仕組んであるのです。今、メンテナンスがなっていないので、そうなっていない

かもしれませんけれども、そうできるのです。それは、業者がちゃんとやればできます。

しっかりした専門家がやるとできるのです。大体は、業者さんにぽんと投げるので、そこ

までやってくれないものですから、割とアバウトになってしまって、今、林委員が言われ

たようなことが発生するのです。 

 ほかによろしいでしょうか。 

○太田委員 長くなって済みません。 

 ＩＴ活用ですが、札幌には、ＩＴコンテンツの集積地域があって、最近は、スマホのコ

ンテンツ、アプリケーションに関しては、開発がかなり先進的です。インターネットとい

う場合、海外の方も含めて、スマホを使われる方が大変多いと思うのですが、札幌のＩＴ

企業等のコラボでアプリを開発してより有効な、広告代理店頼みではない地元の企業を活

用したものはお考えなのでしょうか。 

○市長政策室 アプリにつきましては、私どもの方でもいろいろ検討しているところでは

あるのですけれども、スマートフォン自体の普及率が、平成２４年６月現在で、日経ＢＰ

コンサルティングの調べで１８％程度という数字がございます。その１８％にどのくらい

コストをかけるのか。 

 やはり、アプリには相当お金が、会社にもよるのかと思いますし、物にもよるのかと思

うのですけれども、札幌市として、アプリを通じて市民とどういったコミュニケーション

をとっていくのか、まず、そこから検討させていただきながら、ツールとしてアプリが妥

当なのか、ウェブが妥当なのか、はたまた、ほかのメディアが妥当なのか、そういった流

れで検討を進めていきたいと思っているところです。 

 具体的に、アプリ自体は、俎上にまだ上がっていないところです。 

○太田委員 個人的な感想ですが、札幌のＩＴ企業でアプリは大変優秀なものが多く、Ｉ

Ｔ集積地域札幌ということを海外にもアピールできる機会は、それこそ広報だと思います

し、本州本社の広告代理店に多額の金額をお支払いいただくよりは、地域企業をぜひご活

用いただければという感想を持っております。 

○吉見委員長 ほかにいかがでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○吉見委員長 それでは、次の項目に移ります。 
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 申しわけありませんが、約１時間半が経過しまして、まだ半分行っていません。最初に

申し上げるべきでしたけれども、我々の質疑の時間はカットしません。時間が来たからと

いって短くすることはいたしません。最後までやります。大変恐縮ですが、ご説明も丁寧

にご説明していただき、大変ありがたいのですが、できるだけ簡潔にお願いいたします。

最初のご説明に４５分ぐらいかかってしまいました。残りが９項目ぐらいありますので、

資料は、この後、別添でいただいている資料がたくさんございますが、それらにつきまし

ては、基本的には、読み上げることは避けていただきまして、ポイントをご指摘いただき、

お話しいただくようにしていただければ考えてございますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、最初に申し上げましたように、次は、８番目から１２番目までをまとめてご

説明いただければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○市長政策室 それでは、できるだけ簡潔にご説明いたします。 

 特別相談業務について、その必然性があるのかについてまずはお答えします。 

 この事業の目的は、市民生活の安定に寄与することが大目的でございます。その中で、

他の機関が行っている類似事業との関係はしっかり確認して、整理をしていく必要がある

という問題意識を持ちながらやってきているところでございます。やはり、市がやってい

るのは、気軽に助言、指導を行えるということです。他の機関は、例えば、相談時間、相

談事項、対象者が限定、制約されているという条件がついているところが多いです。表現

は正しいかどうかはわかりませんが、特に、法律相談については、札幌市が行っている相

談事業は、セーフティネット的な役割を果たしているというふうに我々は認識してやって

いるということをご理解いただきたいと思います。 

 ただ、他の機関の状況をきちんと確認しながら、今後も、その事業のあり方について見

直すべきときは、見直しをしていきたいと思ってございます。 

 それから、当該相談を有料で行っている都市はあるのですかというご質問がございまし

た。 

 これについては、他の政令指定都市の２０都市いずれも同様の相談業務をやっておりま

すが、どこも無料で、有料のところはございません。 

 それから、一定程度の受益者負担を導入することは考えられないのかということでござ

います。先ほど言いましたように、市民だれもが気軽に相談できる場を用意して、問題解

決の糸口をつかんでいただくという札幌市の事業の位置づけからいたしまして、基本的に

は受益者負担導入はなじまないと考えてございます。 

 それから、その次のコスト削減において、弁護士の単価減や司法書士の無償化があるけ

れども、これは相談のレベルなどは変更したのか、ビジネスモラルに反しないのかという

ご質問でございます。 

 まず、法律相談でございますが、札幌弁護士会に委託して、従前から行っています。弁

護士会に、契約単価の減額について、公益性の観点から減額できませんかという依頼を行
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いまして、交渉した結果、ご理解をいただき、下げていただいたという経過がございます。

したがいまして、相談内容のレベルについては従前と同じでございます。 

 それから、司法書士相談の方でございます。司法書士会に、それまで有料であったもの

を無償で継続できませんかということで、ご了解をいただきました。ただ、司法書士会か

ら逆提案がございまして、区役所で相談窓口を新たに開設したい、それは受けられますか

ということでございましたので、当然、受けられますということで、新たに、１０の区役

所がございますが、月２回の司法書士相談を実施いたしました。あわせて、コスト削減を

しながら、レベルアップにつながったということになってございます。 

 それから次に、コールセンターの関係でございます。 

 コールセンターの平成２３年度決算額、コール数、費用対効果についてどういうふうに

自己評価しているのか、１件当たりの金額がかなり高額ではないのか、より安くするため

に見直しできないのかというご質問でございます。 

 コールセンターの２３年度の総事業費を総件数で割り返しますと、１件当たり７１６円

と、かなりの金額になってございます。この事業の経費の大半は、オペレーターの人件費

によるものでございます。どういう体制かというと、コールセンターの開設は、１年３６

５日、年中無休で、朝８時から夜９時までの１３時間営業という開設時間がありますので、

これがコスト増の一つの要因です。それから、オペレーターは、コールセンターですから、

電話で丁寧、親切に応答しながら、あらかじめ用意してあるＱ＆Ａ、市のホームページを

パソコンで検索しながら、回答を見つけて回答するという作業を行っております。１件当

たり二、三分ぐらいで回答してございまして、これは、声の接遇とパソコンスキルは一定

程度持っている方でなければ仕事ができません。そういう意味で、そういう人材を確保す

る必要がございますので、これも人件費がある程度高い水準になっている要因だと思いま

す。そんなふうに分析してございます。 

 他の自治体でも同様に、コールセンターを開設しているところが多うございまして、１

１都市が札幌市と同じような形態でコールセンターを開設してございます。その政令市１

１市の平均コストは１件当たり７９５円でございます。札幌は７１６円です。単純に比較

できるかどうかは別にしまして、そういう比較をいたしますと、７１６円は政令市の平均

より水準は若干低い状況でございます。 

 何よりも、コールセンターがあることによって、札幌市全庁の職員の負担軽減になって

いる部分がございます。実際には、かなりありまして、本来は、それを数値化して評価し

なければならないのですが、残念ながら数値化できません。したがって、具体的に申し上

げられないのですけれども、職員数の増加の抑制にコールセンターがかなり貢献している

という考え方は持ってございます。 

 いずれにしても、効率化、質の向上を含めて今後も取り組んでいきたいと思っていると

ころでございます。 

 それから、次の質問は、コールセンターの活用展望についてでございます。 
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 先ほども言いましたが、これから高齢化が進んでいきまして、超高齢社会を迎えるとい

うことで、電話一本で手軽にいろいろなことを利用できるコールセンターの役割はますま

す重要になってくると思っております。それから、３６５日無休で開設するというのは、

お金はかかりますが、一つの強みでございます。それを市のさまざまな事業に活用してい

く可能性も秘めております。具体的にはなかなか説明できませんけれども、そういう二つ

の視点を持ちながら、今後、どんな展開ができるのかということを検討していきたいと考

えております。 

 いずれにしても、コール数をもっとふやし、市民の方にどんどん活用していただく方向

で、コストを上げずに、そういう方向で一生懸命やっていきたいと思っています。 

 それから、コールセンターと市役所、区役所の代表電話を同時にできるという可能性は

ありますかというご質問をいただいております。これにつきましては、既に、現在、コー

ルセンターを委託している業者は、同じ契約の中で、仕様は分かれておりますけれども、

札幌市の本庁舎の電話交換業務を一緒に契約している実情にございます。ですから、実質

的には、既に業務統合を行っていると言っても差し支えがないと思います。 

 ただ、区役所は、状況がちょっと違いまして、それぞれ代表電話を持っていて、電話交

換手が全部つないでおります。これを、今、ことしの秋を目指して準備中ですが、ダイヤ

ルイン化をします。各課に電話番号を持たせて、直接市民が各課の電話にかけてくるとい

うことです。ただ、区役所の代表電話は当然外せませんので、若干の電話交換手は残りま

す。そんな状況でございます。ですから、区役所のダイヤルイン化が実際に行われて、ど

れぐらい代表電話にかかってくるのかという状況を見ながら、この問題については考えて

いく必要があるのかなと考えてございます。 

 それから、コールセンターの庁内でのいろいろな事業の活用数が横ばいで、新たな活用

方法の検討が必要ではないでしょうかというお話でございます。 

 この庁内活用件数は、各担当部署が事業やイベントなどを行うときに、申し込みの受け

付けをコールセンターが代行する件数のことを言ってございます。したがって、例年、一

定数の庁内活用がございまして、そういう意味では、コールセンターの活用は定着してき

ております。ただ、今後、新しい事業やイベントも出てまいりますので、さらに集約化を

進めて、取り扱い数をふやしていきたいと思ってございます。 

 それから、質問の最後になりましょうか、対応分析結果は市としてどのように役立てて

いるのですか、具体的な活用例とその効果を教えてくださいということです。 

 コールセンターにかかってきた電話のやりとりの概要については、全部、履歴を残して

データベース化して、全庁の職員が見られるようにしている状況でございます。この活用

方策は二つあります。一つは、各部局が日常的にその情報を活用していくということです。

もう一つは、広報部が中心になって、いろいろな行政運営につなげていくという大きく二

つがあります。 

 まず、各部局による日常的な活用方策で言いますと、例えば、自分の部局の事業で問い
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合わせが多い事柄をホームページにしっかり書きましょうということです。これは、当然、

やるわけです。それから、イレギュラーな事柄としては、一部の事業者が職員の名を騙っ

て、市から依頼されたと偽って一般家庭を訪問している。そういう情報がコールセンター

を通じて寄せられております。この注意喚起を全庁に知らしめて、市民に知らせていく動

きにつなげたということもあります。 

 それから、大きなことでは、土・日の開庁をどうしてしないのかという要望が寄せられ

て、そういうことを踏まえながら、土・日の証明発行サービスを開始したということもご

ざいます。 

 それから、広報部が中心になっていろいろなことに役立てていく方策です。これは、寄

せられたたくさんの市民意見の中から、行政運営や政策運営に反映できる事柄を抽出し、

関係部局と私どもが連携してやっていきます。具体的な例を１点だけ申し上げますと、観

光などでまち歩きをする人に対して、スマートフォンやタブレットパソコンなどの携帯端

末を使用して、観光情報をタイムリーに入手できる仕組みはつくれないのですかというお

話がございます。これは、今、そういうことを踏まえて準備を進めているということがご

ざいます。 

 以上、雑駁でございますが、説明を終わります。 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様からいかがでございましょうか。 

○山崎副委員長 コールセンターをかなり活用されている実態がわかって、大変参考にな

りました。 

 一つ伺わせていただきたいのは、多分、イベントなど、どこに行けばいいのかという簡

単なものから、込み入った苦情など、多々あると思うのです。簡単なものに関しては、恐

らく、今ご説明いただいた形で、ここでさばいていると思うのです。しかし、込み入った

苦情などはどのような形で受けとめられて、どのような形で処理されて、全庁的に共有さ

れているのかというところについて、ご説明を補足していただけたらと思います。 

○市長政策室 市民の声を聞く課の宇賀治でございます。 

 今の山崎副委員長のお話のとおり、簡単なものにつきましては、Ｑ＆Ａ、ＦＡＱという

形で、各部局が想定する質問に対しまして、約１，９００項目をつくってございまして、

それにオペレーターがパソコンで見て対応しております。逆に言うと、それがほとんどで

ございます。ただ、中には、電話をかけてくる方は、実は市職員だろうと思ってかけてく

る方もおられますので、今、副委員長のお話のように、掘り下げてということがございま

す。それにつきましては、残念ながら、コールセンターでは、ホームページの情報以外の

ことにお答えできませんので、土曜日、日曜日であれば、月曜日に担当部署にきちんとつ

なげます、そして、担当部署から責任を持って回答を差し上げますというような対応をさ

せていただいているところでございます。 

○山崎副委員長 込み入った苦情には、どのくらいの件数がありますか。そんなに正確な
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数字ではなくて結構です。参考程度に聞かせてください。 

○市長政策室 １割程度でしょうか。 

○山崎副委員長 １割もあったら大変なことです。 

 似たようなことで、北海道庁ともこういったやりとりをしたことがあります。やはり、

北海道は、コールセンターを持っておりませんので、そうした苦情に対して、ＯＢの方々

や、場合によっては担当職員がきちんと受けとめるような体制をとるときに、やはり劣っ

ているということをおっしゃっていました。 

 ですから、参考までに、札幌市の場合は、大きな事件があったときに、ばっと来るよう

なこともあると思うのです。例えば、大津のいじめの問題など、マスコミをにぎわすよう

な大きなことでわっと来たときの対応状況などを含めて、どういうふうにされているのか

ということを、参考程度にお聞かせ願えればという趣旨でした。 

○市長政策室 市民の声を聞く課調整担当係長の川口と申します。 

 苦情はどのくらいの割合で入っているのかというご質問につきましては、平成２３年度

は、全体で１３万幾らかの対応がありまして、区別はしていないのですけれども、苦情と

提言を合わせまして１％で、１，３９３件です。これは、先ほど課長から説明したとおり、

コールセンターでは基本的に対応できませんで、当日、もしくは翌日に、担当課が責任を

持って回答、対応するという整理をしてございます。 

○市長政策室 ちょっとだけ補足いたします。 

 コールセンターがあるほかに、市民の声を聞く課でも、毎日、市民からいろいろな声が

届いておりまして、込み入ったお話は、コールセンターよりも、市民の声を聞く課の職員

が直接受けることが圧倒的に多いです。やはり、コールセンターは、基本的には、市政の

制度や事業の紹介をわかっていらっしゃる方が多いので、市民の声を聞く課に込み入った

苦情を言うことが多いです。 

○山崎副委員長 市民の声を聞く課の電話対応ということでは、どのくらいの職員が配置

されていらっしゃるのですか。 

○市長政策室 直接、電話対応を専門にやっている担当係長が４人おります。もちろん、

実際に来庁されて対応する、電話が来る、インターネットもあります。それらを全部含め

て４人で対応しております。ただ、市民の声を聞く課で別の仕事をやっている職員がおり

ますので、もちろん４人だけですとあふれる場合もありますから、その場合には、常に応

援体制をとっている状況でございます。 

○吉見委員長 ほかにいかがでしょうか。 

○石川委員 特別相談業務について、事前質問で流しておけばよかったのですが、特別相

談業務のイメージをつけるという意味での質問です。 

 私の手元の資料で、税相談と家事手続相談は平成２３年度から廃止になっているのです

が、廃止に至った経緯を教えていただくと、特別相談業務のイメージがつくかと思いまし

たので、よろしくお願いします。 
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○市長政策室 実は、先ほど概要説明の中の見直しに至った経緯の中にもございましたが、

２２年の市民の評価の中で、市政外相談について、件数の増減等は合わせてどうなのかと

いうご指摘がございました。それらも含めて、税相談も、件数が年間を通していいますと、

それほどなかったこともございましたことから廃止に至ったという経緯でございます。 

○石川委員 どちらかというと、こちらから積極的に、この２件はそれほど利用が少ない

ということでやめたということですね。 

○吉見委員長 ほかにいかがでございましょうか。 

○太田委員 ９番についてお伺いしたいのですが、弁護士は、単価減で済んでいるのです

が、司法書士は無償化と差があります。これはなぜでしょうか。 

○市長政策室 実は、法律相談につきましては、歴史が非常に古く、市民相談室というこ

とで、昭和３４年から、委託契約によりお願いしていました。法律相談でございますので、

いろいろな法律に関する相談がございました。一方、司法書士相談につきましては、むし

ろ、委託契約とは違った報酬ということで、どちらかというと、交通費的な部分も含めて、

報酬契約という形をとってございました。そういう意味で、契約形態が違っております。 

 同じように、平成２２年に、市民評価のご指摘等もあって、それぞれの団体にご相談申

し上げまして、司法書士会は、むしろ、そういった報酬の部分の見直しをするのはどうで

しょうかということで、先ほど冒頭に部長の説明がございましたが、無償でいかがでしょ

うかというお話をさせていただきました。私どもが何としても無償でと言ったわけではな

いのですが、司法書士会からは、逆に、それでは各区に広げていきたいということでござ

いました。 

 簡単に言いますと、契約形態が違っていたということでございます。 

○吉見委員長 市民評価のときにもあったと思うのですけれども、契約形態が違うのはわ

かるのですが、そもそも、この時代に市が報酬を支払って弁護士相談業務をすることに意

味があるのかという問いだったと思うのです。非常に利用率が高いし、いつも満杯という

状態なのはよくわかるのだけれども、弁護士会の無料相談業務にあぶれてしまったら、あ

とは有料でやるしかありません。市でやれば無料なのだから、いっぱい来るのは当たり前

で、それに市の税金を使って窓口を広げることにどれぐらいの意味があるのだろうという

問いだったと思うのです。 

 現に、市政に関する相談が弁護士相談の中に持ち込まれるわけでは必ずしもないわけで、

市民の方個々人のさまざまな事情の相談を無料で受ける場を、市がお金を出してつくって

いるわけです。そして、それはどうやって決めるかというと、早い者順だということです

から、そういうことに本当に合理性があるのかという問いだったと思うのです。 

 それに対する答えは、利用率、需要が非常に高いという答えが常に返ってくるのですが、

無料なのだから、それは当たり前でしょう、それは本当に市のやることだろうかという問

いだったと思うのです。結局、それに対する一つのコスト削減という形のお答えが、先ほ

どの司法書士会であり、弁護士会に対する単価の低減だったと思うのですが、根本的には、
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市民評価のときの問いには答えていないのではないかと思うのです。 

 利用率が高いという以外に、どうしてもこれが要るのだという理由は何かあるのでしょ

うか。 

○市長政策室 同じ回答になって恐縮ですが、特に、吉見委員長には平成２２年のときに

もご指摘をいただいております。やはり、私どもが行っている法律相談は、解決に至るま

でということではなく、例えば、近隣との関係において、法律的にはどうなのだろうかと

いうことで、きっかけを知りたいということです。そのために、時間も２０分ということ

で区切らせていただいております。 

 これは、他機関、弁護士会もそうですけれども、司法書士会も最近は無料相談を実際に

行われてきております。 

 今の委員長のお話のとおり、前回、２２年に指摘を受けまして、私どもは、ことしも利

用者アンケートをとりながら、仮に、市になかった場合にどういうところで相談しますか

ということをお聞きしながら、本当にこのままでいいのかということを念頭に置きながら

考えているところであります。 

 ただ、今お答えできるとしますと、繰り返しになりますが、他の機関で行われていると

ころと市においては、あくまでも解決に至るまでではなく、きっかけを行っているのだと

いう理解をしているというふうにお答えさせていただきたいと思います。 

○吉見委員長 別に、弁護士会に無料にしろと言っているわけではありません。 

 ほかに何かご質問等はありますか。 

○市長政策室 補足してよろしいでしょうか。 

 広聴係長の楠と言います。 

 まず、弁護士会の関連で、無料で相談窓口を設けられるところは、ハロー弁護士相談と

言いまして、電話による１５分間のご相談と、多重債務の解決センターというところもあ

ります。また、離婚の相談センターや雇用とトラブル、北海道弁護士ホットライン、日弁

連の交通事故相談センターも交通事故関連の法律的なご相談を承っているというお話を聞

いております。 

 ほかの機関での相談の仕組みと体制の現状がどうなっているかということになるのです

けれども、相談事項や対象者が制限されるのが大半でございまして、相談時間や実施日に

ついてもばらつきがあります。気軽に助言、指導が受けられる札幌市の事業の必要性は本

当に感じておりますので、今後も継続が必要ではないかと考えているところでございます。 

○林委員 お金をもらう側なので、お金のことは触れません。 

 弁護士会も、今、法律相談センターの相談は無料化になっており、今後は全部が無料に

なる可能性も高いと思っております。やはり、私も、日々、市民の方に言われてしまうの

は、どうしても、弁護士会、弁護士の事務所は敷居が高いということです。それは、我々

の責任ですけれども、公共のところは、いつもどこも満杯です。札幌市でも、エルプラザ

の男女共同参画センターでの相談や、母子福祉の方の無料相談なども、ほぼ全部が埋まり
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ます。そういう意味では、気楽に行けて、特に、法律相談なのか何なのかわからないこと

が多いと思うのです。これは法律相談として適しているのか、適していないのか。そうす

ると、市であれば、そこを深く考えないで行けるだろうという方が多いと思うのです。 

 そういう意味で、先ほどからお話が出ていますように、市があえて行うという意味で申

し上げますと、むしろ、弁護士会なら弁護士会の方に改めて市で行う意義を、歴史が古い

ということだったのですけれども、今の段階で改めてもう一度問いかけていただいた方が

いいのかなというところがあります。 

 やはり、弁護士も、通常の法律相談だと思ってしまうと、いろいろな疑問がわいてきま

す。料金の問題についても、我々は相談業務が主な仕事の一つですけれども、全く無料と

いうことで、新しい争点なども出てきかねないと思うのですが、先ほどのお話だと、初め

て直接お伺いして、あくまでも窓口だけなのだ、なので２０分なのだ、それが意外に伝わ

っていないのかなというところがあるのです。２０分は、ほとんど何も話ができないこと

も多いのです。お互いに消化不良のことも多いのです。しかし、なぜ、あえてこの時代に

市でやるのかということを、弁護士会なら弁護士会にはっきりさせていただければ、恐ら

く、２０分のやりようも改善の余地があると思います。また、いろいろ苦情も出ていると

思うので、それも伝えてもらっているとは思うのですけれども、市民のサービスという観

点においてここがだめだということは率直に伝えていただきたいと思います。私は外部評

価委員として来ているので、その立場で申し上げますと、伝えるべきだと思います。 

 やはり、役割をもっとはっきりさせるべきではないかと思うのです。それは、たまたま

弁護士は法律相談という形をとっていますけれども、乱暴に言ってしまうと、上のもっと

大きな目的があるのだというところを相互にきちんと共通理解にしないと、何でただなの

か、たかだか２０分でいいのか、市がやらなくてもいいのではないかなどの議論が出てし

まうと思うので、必要性を感じるとおっしゃるのであれば、市からそういったところを積

極的に伝えた方がいいのかなと改めて思いました。 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 いいサジェスチョンではないかと思います。契約見直しですね。それを市からしっかり

伝えた方がいいのではないかということだと思います。 

 ほかに、今までの件で何かございますでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○吉見委員長 それでは、これで１２項目まで終えました。質問番号で行きますと、１３

から１６の残り４項目につきまして、所管が少しかわりますが、ご回答をお願いできれば

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

○市長政策室 それでは、１３番の大学と地域の連携による都市再生の推進ということに

ついてご説明いたします。 

 政策企画部企画課長をしております稲木と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 大学と地域の連携による都市再生の推進でございますが、資料としましては、別添資料
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３を用意させていただきました。 

 市で、大学の専門的な知見、学生の活力を地域課題の解決に生かしていくということで、

地学連携に積極的に取り組んでいるのですが、その一環の事業でございまして、札幌圏大

学連携ネットワーク会議を開催いたしまして、そこの場を活用しました地学連携と大学間

連携を推進していくものです。それから、大学提案型共同研究事業です。大きく分けて、

この二つを行っております。 

 ネットワーク会議につきましては、平成２２年度から開催いたしまして、札幌圏の２６

の大学と短大、それから、八つの札幌圏の市町村、広域圏組合が参加して、設置している

ところでございまして、年に一、二回のペースで開催いたしております。昨年度は、２回

ほど開催いたしました。 

 ご質問にございましたが、大学提案型の共同研究事業の内容と研究成果、活用予定につ

きまして、別添資料３にまとめさせていただきました。 

 この事業は、市で提示します政策課題に寄与する研究テーマを大学から募集しまして、

その研究成果を施策に反映するということで、昨年度からスタートしたものでございます。 

 ごらんいただきますと、テーマ①と②の大きく二つを市から提示いたしました。一つ目

は、市政への市民参加の推進です。もう一つは、北海道の中での札幌の役割ということで、

この二つを提示いたしまして、これに資する研究テーマを応募していただきました。 

 三つございまして、一つ目は、政策の根拠としての市民参加でございます。 

 研究者、研究費はごらんのとおりとなっております。大都市の行政における市民参加の

仕組みを研究するということで、アメリカの先進事例なども踏まえていただき、研究いた

だきました。研究のまとめとしましては、無作為抽出の市民による討議などをさらに導入

するべきではないか、そういったものを制度化していく必要があるのではないかというこ

とです。成果の利用でございますが、現在、札幌市で各区に設置されております区民協議

会の意見を予算に反映する仕組みの構築や運用を進めているところでありまして、その類

似事例としまして、そういったものを構築していくに当たっての参考とするなどの活用を

検討しております。 

 それから、二つ目の研究テーマは、討論型世論調査を市政の市民参加の推進に活用する

方法でございます。 

 これにつきましては、討論型世論調査を実際に行っていただきまして、幅広い市民の声

を集めることができることが期待できる一方で、コストの問題等もございましたが、これ

については、いろいろな課題を合同で討論していただくような方法で解決できるのではな

いかということが提案されたところでございます。今後、いろいろな市民参加を行ってい

く手法の一つのとして、この活用の可能性を各部局間で共有していきたいというふうに考

えております。 

 それから、三つ目の研究テーマは、さっぽろスイーツと札幌・江別エリアの食素材の融

合による次世代さっぽろスイーツの開発の可能性でございます。 
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 これは、道内での札幌の位置づけとしまして、札幌市の発信力や技術力を、具体的に言

いますと、江別エリアでございますが、そこの機能性食素材などと融合して、健康スイー

ツの開発を行うということでございます。これは、実際に試作品を開発いただきました。

今後、市内の菓子店において、商品化に向けた検討が行われているというふうに伺ってお

ります。 

 それから、この三つに共通しての成果の活用予定でございますが、大学の関係者や学生

も含めて、市の職員を対象としました発表会を来月にも開催する予定にしてございまして、

そういった成果や活用方策について共有してまいりたいと考えております。 

 ご説明は以上でございます。 

○市長政策室 続きまして、１４番のまちづくり戦略ビジョン、１５番、１６番の地域ポ

イントモデル事業についてのご説明をさせていただきます。 

 同じく、政策企画部の計画担当課長の浅村でございます。よろしくお願いいたします。 

 まず最初に、まちづくり戦略ビジョン策定費でございます。 

 まちづくり戦略ビジョンとは、従来、基本構想、長期総合計画ということで、まちづく

り、もしくは都市経営の長期的な計画を定めておりましたけれども、人口減少時代の到来、

少子高齢化の進展、東日本大震災等を受けましたパラダイムの転換により、新たに中長期

的な観点からまちづくりの方向性を定めていくことが必要なことから、まちづくり戦略ビ

ジョンとして、昨年度から今年度にかけて策定作業を進めているところであります。 

 この大きな観点、視点といたしまして、市民とともに考え、共有できるビジョンをつく

っていこうということを掲げておりまして、その中で、市民参加事業を非常に大きく重き

を置いて取り組んでいるところであります。そして、具体的には、市民参加の事業をどの

ようにやったのかという手法、もしくは成果、評価ということについてご質問があったと

ころでございます。 

 別添資料４の表で、これまで行ってきた市民参加事業を一覧にしております。 

 これについては、さまざまな手法を用いて、いろいろな市民が参加できるような仕掛け

に工夫をしておりまして、アンケートということで、市民向けには１万人の無作為抽出、

道外向けにはネットアンケートなどをやっております。それから、会議やワークショップ

についても希望者が公募で参加できるような形です。それから、無作為抽出の中から希望

者を選んで参加いただく手法をとっております。 

 また、子どもの参加ということで、子どもの権利推進条例を制定しておりますけれども、

その観点から、子どものまちづくりへの参加ということも非常に重視をして取り組んでお

りまして、さまざまな手法の中で、これから将来、自分たちが担っていくまちづくりを考

えていただく機会をつくっているところであります。 

 こうしたことで、比較的若い世代の参加が得られていると我々も感じております。これ

は、例えばワークショップの中でも、ワールドカフェというような気軽に参加できるよう

な手法を取り入れるということで、自分のまちのことをちょっと考えてみようかというこ
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とで、若い世代である２０代、３０代の方もこれからまちづくりをどう考えるのかという

と、市政への市民参加には敷居が高いと感じられている方も多いかと思いますが、もう少

し気軽に考えてみようというところから、将来の自分たちのまちのことを少し考えるきっ

かけにしていただくことができたかなと思っています。 

 こうしたことで、現在、有識者等からなるまちづくり戦略ビジョン審議会を昨年から立

ち上げて議論しておりますけれども、その中で、適宜、市民からいただいた意見を集約、

もしくは、原案の中に反映させていき、今後、成案となっていくまちづくり戦略ビジョン

の原案に盛り込んでいきたいということで、現在も反映の作業を続けているものでありま

す。 

 続きまして、地域ポイントモデル事業であります。 

 地域ポイントにつきましては、ＩＣカードのＳＡＰＩＣＡを利用する中で、行政分野で

の利用拡大を図っていくということで、ＳＡＰＩＣＡを市民カードとして普及、根づかせ

るという一つの目的があります。もう一つは、市民の方々が自分の住むまち札幌を再発見

していく、もしくは、地域における市民活動等の中でまちにかかわっていただくことを促

進していくために市民自治をさらに推進するという目的で行っている事業であります。 

 ＳＡＰＩＣＡ自体は、現在、地下鉄のみでの利用となっておりますけれども、来年度の

４月から６月の第１四半期には、バス、市電での利用が開始されて、ＳＡＰＩＣＡの利用

者が大きく増加していくことが見込まれておりますが、それに向けたモデル事業として、

行政サービス利用の一つの形として地域ポイント事業をやっておりまして、実証実験を行

っている段階でございます。 

 具体的な内容についてご質問があったと思いますけれども、これについては、別添資料

５に、昨年度に行った事業をリストアップしているところであります。 

 具体的な内容としましては、例えば清掃活動などの市民活動に参加した場合のポイント

の付与や、こうしてたまったポイントを地下鉄のドニチカキップや指定のごみ袋との交換

などができるほか、実際に自分たちがやった活動の中でたまったポイントをさぽーとほっ

と基金に還元する、寄附することもできるようなメニューを設けております。 

 この地域ポイントの趣旨を皆さんにわかりやすく伝えるため、「まちのわ」というネー

ミングをつけまして、まちの中に笑顔の輪が大きく広がってほしいという思いを込めて、

普及活動を行っているところであります。 

 モデル事業の実施結果、今後の展望もご質問にあったところでございますけれども、実

際に、新規の登録者が１，５１５名いらっしゃって、複数のところでポイントの付与を実

際にやった方が延べ４，０００名余りということで、実際に発行したポイントとしては、

２万８，０００ポイントになっております。 

 今後の展望でございますけれども、まだまだ利用者が少なく、普及が進んでいない側面

もございますので、付与するメニュー、ポイントとして交換できるようなメニューを充実

させていくようなことを考えております。また、会員になった方々同士が情報交換をする
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場の仕掛けもつくっていかなければいけないというふうに思っています。 

 それから、質問事項の２として、ＳＡＰＩＣＡを利用したとき、市民に具体的に期待で

きるメリットは何なのだろうか。もう一つとして、将来的な自立運営について検討策には

どういうものがあるという質問がございました。 

 一つは、ＳＡＰＩＣＡ利用のメリットでございますけれども、ＳＡＰＩＣＡは、基本的

に、交通決済をするＩＣカードの位置づけが強いものでありまして、特に、今の段階では

地下鉄に乗る市民の方々が日常的に持ち歩いている前提がございます。こうしたことから、

特別な準備をしなくても活動に参加する際にＳＡＰＩＣＡでポイントをためるということ

ができるというようなことで、市民カードの一つの利用の形態としてのメリットがあるか

と思います。 

 そして、多目的な利用を進めていくということで、交通利用、また、現在も進めており

ます電子マネーとしての買い物での利用といった複数の利用が考えられるということで、

市民の利便性が高まっていくというメリットがあると思っています。 

 それから、自立的な運営体制でございます。現在、運営経費、市民の方々に付与するポ

イント原資は、すべて市の事業として市税で賄われている状態です。今後、地域ポイント

の活動を広げていくためには、市民活動をいかに促進していくかという意味では、企業の

ＣＳＲの活動とうまく組み合わせていくようなことも考えなくてはいけないと考えており

ます。 

 こうしたことから、民間と連携して、企業の協賛を得ながら、まちづくりの活動に生か

していくことも視野に入れて、将来の自立的な運営、行政に頼らない運用を模索していく

ことが持続可能な運営のためには必要ではないかと考えているところであります。 

 説明は、以上となります。 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 それでは、１３から１６まで、また、これまで全体を通しまして、必要があればご質問

をいただきたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

○太田委員 １５、１６についてお伺いしたいと思います。 

 地域ポイントについて、別添資料５を拝見したのですが、例えば、いろいろ活用させて

いただいて、動物園の年間パスポートで、１，０００ポイントは１，０００円という意味

だと思うのですが、それをためようとすると、元気カフェは１，０００回ですから、３年

間毎日行かなければいけませんし、ポロクルですと１００回ですから、１シーズン毎日乗

らなければならないということになり、一般市民の感覚では、なかなかためにくいという

意識を持っているのですが、ポイントについてどうお考えかということです。 

 また、ポイントがなかなかたまらず換金できないことになると、市民としては、余りう

まみがありません。しかも、マーケティングされているという個人情報としても活用され

る危険があるということであれば、ウィズユーカードでいいのではないかと思いますが、

その辺に関してもお聞かせください。 



 - 34 -

○市長政策室 ポイントのレートといいますか、付与するポイントをどう考えるかという

ことでございます。 

 来店するポイントが１ポイントということで、なかなかたまらないということは実際に

ご意見としていただいているところであります。また、まちへの関与度といいますか、ま

ちづくりにどれぐらい関与していくのか、ポイントのレートの差を設けておりまして、実

際にボランティア活動のようなものをしていくときには、例えば大通地区の清掃活動を行

う、ｇｒｅｅｎｂｉｒｄの清掃活動は３０ポイントということで、実質、３０円前後の価

値を持つポイントとなっております。 

 このレートについては、我々もこれから見直しを図らなければいけないと思っておりま

して、市民の方々がためていく楽しさ、もしくは、ためていく実感を持てるポイントのレ

ートはどのくらいだろうということは、もう少し検討して、上げていく必要があると思っ

ております。 

 ただ、ためやすくすることによって、単発の活動だけに参加して終わってしまうという

危険性もあるので、そこをうまくユーザーの方といいますか、市民の方々が継続的にかか

わっていけるような楽しみを持てるようなポイントの付与の工夫も別途考えていかなけれ

ばいけないと思います。民間のポイント制度なども、いろいろな形でボーナスを出すよう

なこともありますので、ユーザーの方々が楽しみながらまちにかかわっていくということ

も工夫をしていきたいと思っております。 

 もう一つのご質問は何でしたか。 

○太田委員 ＳＡＰＩＣＡは、市民としてはポイントの実感が持てないとなると、ウィズ

ユーカードでいいのではないかと思うということです。 

○市長政策室 自分たちがどういう活動に参加して、どういうポイントがたまっていくの

か、利用者にとってもメリットがあるような形にしていく必要があると思いますので、ウ

ィズユーカードのプレミアムよりも、金額的なメリットではないのかもしれないですけれ

ども、新たにＳＡＰＩＣＡを持っていることのメリットを実感できるような工夫は今後も

していきたいと思っております。 

○太田委員 雑感ですが、札幌市民性善説で行われている事業のように思われますので、

経済事情が昨今は厳しい中で、そうではない場合も考えて、具体的なメリットが見られる

ようにしていただければふえるのではないかと思っております。 

○吉見委員長 ほかにいかがでしょうか。 

 このＳＡＰＩＣＡに関係しては、結局、市民サービスと交通カードを組み合わせていく

という方針を今後も堅持してやっていこうということなのかどうか。認識が間違っている

かもしれませんけれども、その方針を最初に立てたので、逆に、利便性が非常に落ちてし

まっている。何を言っているかというと、交通系のカードがばらばらでＪＲでも共通で使

えない。札幌市は、自動改札機もＩＣカードもＳ．Ｍ．Ａ．Ｐ．カードの時代から先進的

に入れた都市であったにもかかわらず、ＩＣカードの利用に関しては一番おくれてしまっ
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ています。後でやってきた福岡市などがＪＲや私鉄とＩＣカードを共通化して、今は東京

とも共通化して、はるかに利便性が高くなっているのです。いわば、ＳＡＰＩＣＡだけが

ガラパゴス化する可能性があって、札幌でしか使えないと。一時、Ｓ．Ｍ．Ａ．Ｐ．カー

ドのときでしたでしょうか、香港との共通などいろいろな実験をしましたけれども、なぜ

香港なのだ、札幌と香港共通で使えて何の意味があるのだろうとか、いろいろ言われまし

た。 

 つまり、施策の方向性がよく見えなくて、なぜできないのかというと、札幌市は福祉関

係や、こういうポイントや、さまざまなカードと市民サービスを一体化することを目的と

しているので、さまざまな情報をがちゃがちゃ載せるとだめなのだということです。 

 そういう位置づけもあるかと思うけれども、それは、逆に、市民に余計なカードを１枚

持ってくださいということを意味することになります。ですから、今、太田委員からあっ

たように、よほどのメリットがないと不便だという話は出てきてしまうと思うのです。で

すから、どのメリットを施策としてとるのかということだと思います。 

 交通系のことだけを考えれば、ウィズユーカードと比べるとメンテナンスの費用が明ら

かに安いので、そこだけでもメリットがあるのだということはわかるのですけれども、そ

れは使ってもらう側の立場であって、使う市民の側からすると、そうはいかないと思いま

す。 

 こういうさまざまなものと組み合わせてやっていって、市民の利便性を高めるのだとい

うことについてのめど、そういうものが今の段階であるのか、今でもどんどんとおくれて、

１年ごとにこの話をしてガラパゴス化が進んでいくので、このカードはいつ便利になるの

だろうかと思うのです。 

 そういう目途や施策の方向性は明らかになっているのでしょうか。 

○総務局 ＩＴ推進課長の小田原でございます。 

 ＳＡＰＩＣＡにつきましては、ＩＴ推進課で総合的な立場をとっておりますので、私か

ら今の質問に対してお答えさせていただきます。 

 委員長がおっしゃいましたように、ＳＡＰＩＣＡにつきましては、平成１８年度に最初

の方針を立てまして、それに基づいていろいろな施策を推進してまいっております。その

当時の考え方といたしましては、多目的な市民カードとしてＳＡＰＩＣＡを普及させてい

くということで、一つの柱としては交通利用です。現在、地下鉄だけの利用になっており

ますけれども、来年度から、バス、市電でも使える。また、電子マネーということで、商

業施設等での決済でも使える。また、行政利用としましては、手数料としまして、住民票

や戸籍、あるいは税等の証明の手数料の支払いにも使えるということで使っているほかに、

今回の地域ポイントということで、ＳＡＰＩＣＡの会員証機能を使いましてポイントをた

める機能をつくっております。また、今後の予定といたしましては、図書館での貸し出し

カードでＳＡＰＩＣＡの会員証機能を使っていくということで、システム改修を予定して

おります。 
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 こういった形で、ＳＡＰＩＣＡ一枚で、市民の方がいろいろな場面で使えるようにとい

うことで、普及を進めているところでございます。委員長のご指摘にありましたように、

交通面ということを考えますと、札幌市以外で使えませんので、確かにガラパゴス化が今

後進んでいくのはやむを得ないのかなというところでございます。 

 ただし、札幌市としましては、市内で札幌市民がいろいろと使っていただけることに関

してより充実させていくということです。また、交通利用者という観点からいきますと、

道外からＳｕｉｃａなどを持って札幌市にいらっしゃる方につきましては、来年度から地

下鉄やバスでも使えるということで、観光客やビジネスでいらっしゃる方に関しては、利

用勝手がよくなるということで、利便性も少し高めていくということで進めてきておりま

す。今後は、こうした進め方をしていくことで、市民の方がいろいろな場面で使えるよう

な状況をより充実させていこうということで進めているところでございます。 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 サービスが多岐にわたると非常に大変だと思うので、ご苦労は大きいと思います。まだ

ＪＲとはだめなのですか。 

○総務局 ＪＲの受け入れにつきましては、交通業界でお互いさまルールがございまして、

ＳＡＰＩＣＡをＪＲで受け入れる場合には、ＪＲ側でシステム改修等をしなければならな

いということで、この一切の費用をＪＲで負担していただかなければならないということ

になっておりまして、今回、Ｓｕｉｃａ、Ｋｉｔａｃａは来年度に札幌市では受け入れる

ことになるのですけれども、バス、市電に導入するのにあわせまして、Ｓｕｉｃａ、Ｋｉ

ｔａｃａも受け入れのシステム改修を一緒にやっているということで、コストなどの軽減

を図っているということです。札幌市としましては、ＳＡＰＩＣＡがＪＲでも使えるとい

うことで、今後も呼びかけていくことを考えております。 

○吉見委員長  

ほかにいかがでございましょうか。 

○山崎副委員長 きょうのヒアリングで、札幌市がかなり幅広な広報・広聴活動、そして

また、市民参加における実践をされていることがよくわかりました。 

 比較して恐縮ですが、例えば、広報・広聴でも、２年前に同じようなヒアリングを北海

道庁でやったのですけれども、道庁は、とにかく削って、小さくしてみたいな話が多うご

ざいますから、先ほどのお話のように、広報紙「ほっかいどう」もあのような状況になっ

てしまいました。あのときに出ていたのは、認知度が非常に低いのです。私もそうですけ

れども、スーパーの広告と一緒になってしまっているので、結局、広報紙「ほっかいどう」

はあるのかなという認知度になってしまっているのです。それに比べて、札幌市は、ああ

いう形でばしっと毎月出されていて、きちんとしたポリシーを持って発信されているのは、

すごいことだなというふうに思っておりました。 

 そうした活動を見ながら、全体を通して、特に広報さっぽろを見ながら、それ以外の広

報・広聴活動や市民活動も含めて、これからということで一言お願いしたいのは、双方向
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性を持った広報・広聴活動や市民活動を一層頑張っていただければありがたいと思ってお

ります。 

 広報さっぽろも、先ほどのご説明でありましたように、問題提起型の広報誌をつくると

いうことで、例えば、今回の放置自転車をどうしようか、これはみんなの問題なのだとい

うことや、以前でしたら雪かきですね。ああいうものを投げかけるのは広報さっぽろのす

ごくいいところだと思いながら、毎月拝読しています。 

 そこで、もう一つ欲しいのは、いろいろな賛否ある市民の意見を紙面に載せる。例えば、

自転車であれば、自転車に乗っている人の言い分もあると思うのです。これだけエコだ、

自転車だと奨励しながら、極端に自転車駐輪スペースがないなど、そうした意見を双方向

的に載せる場が広報さっぽろであると、もっといいと思います。あるいは、全道の先進的

な市町村が出している広報誌などを見ていましても、住民のご意見がいろいろ出てきて、

いろいろとあります。そうしたものできちんと一個一個丁寧に答えてフィードバックして

いくと。そういうところが意外と読まれていたりするのです。 

 道新で言うと、「はいはい道新」みたいなものになってしまっているところもなきにし

もあらずですが、すべての広報・広聴活動や市民参加活動に双方向性の確保というところ

を意識していただければと思います。 

 確かに、パブリックコメントをやっているということは私も存じ上げていますけれども、

例えば、私の知っている札幌市で言うと、児童会館でも、どこかの区で、子どもの意見を

いっぱい聞いて、それをきちんと反映した児童会館はすごく利用率が高く、きちんと愛さ

れて使っているということがございました。ですから、意見をフィードバックして、自分

たちの言った意見がこういうふうに市政に反映されているのだということになると、すべ

てとは言いませんけれども、市民も、言いっ放しではないのだという形で、もうちょっと

かかわっていこうという成功体験につながってくるということが、ほかの自治体でも普遍

的に見られるところです。 

 実際に、札幌市でも、今申し上げた児童会館の例、あるいは、円山動物園もその成功例

と言ってもいいと思うのですけれども、そうした双方向性、市民が言ったことがきちんと

市政に反映されているのだというフィードバックのプロセスをもっと可視化していただけ

るとありがたいということが全体での第１点目です。 

 もう一点申し上げさせていただければと思いますが、広報・広聴活動は、広報部が全体

的にまとめてやられている部分と各事業担当部局がばらばらにやっているところがござい

ますね。例えば、各部署が出しているパンフレットのたぐい、ポスターもそうですが、ど

れだけの実効性があるのか。札幌市全体で見ると、物すごいパンフレットやポスター、あ

るいは地下鉄や地下通路です。あれを、ぜひ広報部で、全庁的に、それぞれがばらばらに

やっているものはどのくらいあるのだろうか、あるいは、ほとんど読まれないでリサイク

ルに行っているようなパンフレットはないのだろうか。そうしたところのご検証をしてい

ただければということです。 
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 これは、ＩＴなどではどうなのか。例えば、ホームページも各担当部局に任せ切りでホ

ームページをつくったり、更新、メンテナンスを業者がやっているのか、やっていないの

かということで、２番目の広報・広聴の全体のマネジメントについて、今申しましたよう

に、さまざまなポスター、パンフレットのたぐい、もう一つは、ホームページやＩＴに関

する保守点検などを全庁的に管理するということは、今までどのようにおやりになれてい

たのか、そして、これからどういうふうにされるのかということについて、一言いただけ

ればと思います。 

○市長政策室 全庁的な広報マネジメントは、私ども広報部が担わなければならない問題

であります。ただ、実際に何をどうやっていくかは、全庁と言いましても、たくさんの部

局がいろいろな事業をやっていますので、非常に難しいということが現実問題としてあり

ます。 

 今、２点ありまして、それぞれつくっている広報物は、どんなふうにやっているのかと

いう点につきましては、札幌市が発行しているものについては、ライラックマークをつけ

ているのですが、これは広報課が見たというあかしです。つまり、市民に対する広報物に

ついては、基本的に、大きなきちんとしたパンフレットからポスター、チラシのたぐいま

で、広報課が目を通して、その上で番号を渡すという仕組みでやっています。 

 そこで、内容的な確認はやっております。例えば、このパンフレットは、ここが見づら

い、わかりづらいということは指摘をしております。ただ、全体的なことで、これが必要

かどうか、そこまで踏み込んだマネジメント、アドバイスをできればいいのですが、そこ

のところは手が回りかねております。全体にいろいろな仕事がある中で、どうしてもそこ

の部分は、こんなことを言ったら変ですが、少し片手間的にならざるを得ない現実があり

ます。 

 ただ、副委員長がおっしゃった問題点は非常によく理解できますので、今後はどんなふ

うにやっていけるのかということは考えていきたいと思っております。 

 もう一つは、ホームページの関係です。 

 去年の３月に新しいシステムを入れて、今、安定してきております。ただ、これからの

課題は、今お話があったように、各部局が持っているコンテンツの質をどうやって高めて

いくのかということです。これは、私ども広報課の中でホームページを専任している職員

が２人いて、ここはこういうふうにした方がいいというアドバイスをしながらやっており

ます。ただ、ボリュームのある市のホームページ全体を２人の人間でやっていくにはどう

しても限界があるという現実もあります。ただ、そうはいっても、これからホームページ

はますます重要性を増していくという問題意識を持っておりますので、何とかして、そこ

のところにもう少し力を入れていきたいと思っております。 

○吉見委員長 ほかにいかがでしょうか。 

 大分時間も経過しておりますが、今の市民の意見を聞くというところから、質問項目で

いきますと１４番目に関連します。先ほどもお話しいただいたのですけれども、札幌ぐら
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いのまちになると、意見の集約や意見を吸い上げるのは非常に難しい大きなまちになって

しまっていると思うのです。特に、その中で、例えば、市民会議のような形態のものです。

サイレントマジョリティの声を聞くやり方をどうとるかということです。一つはこの方法

です。しかし、これは抽せんで選ばれるので、待っていなければならないわけです。 

 もう一つは、ワールドカフェのようなタイプのもので、基本的には自由に参加していい

ですというスタイルです。ただ、札幌市ぐらいの規模になると、いろいろと難しい面があ

って、市民が自由に参加できる形にしてしまっていいのかということもあります。 

 そういう意味で、この二つの形態について、市民の意見を吸い上げるという観点から、

どのような評価、効果を含めて、特に、言及もありましたが、お金も結構かかるところも

あるので、それだけのコストをかけて十分有用な意見を吸い上げる手法となっているのか

どうかということです。この二つの手法について評価をお伺いできればと思います。それ

は、今後の展望にもかかわってくると思います。これをもっと広げていきたい、１９０万

人の市民がいつでも集まれるようなものがいいのかなど、いろいろとあると思いますが、

そのあたりの評価をお聞かせいただければと思います。 

○市長政策室 市政への市民参加ということから、市民みずから自分たちのまちを運営し

ていく、もしくは、市民自治を深めていくという流れをつくっていく必要があると思って

います。そのためには、市民の方々の意向、レベルと言うと語弊があるかもしれませんが、

さまざまなチャンネルをきちんと設けておくということが大切なのだろうと思っています。 

 そういう意味では、ワールドカフェ、もしくは、公募型のワークショップは、さまざま

な方が参加できます。また、ワークショップよりももう少し気軽な方法で市民の気づきを

促すという側面があります。意見を集約することが第一目的ではありますけれども、市民

の方々がまちづくりに対する気づきをしていくということも市民参加の一つのステージと

しては必要なのではないかと思っています。そのときに、ワールドカフェのような手法は

非常に有効なのではないかと思っています。それは、参加者の方々の満足度が非常に高い

という結果もありますし、２０代から３０代の方々、通常のワークショップ、公募型のワ

ークショップではなかなか見られなかった方が入ってくるようになったかなと我々として

は評価しているので、こういう方法を広げていく、いろいろな施策のテーマの場面で、こ

ういう手法を設けておくことで、従来、サイレントマジョリティだと思われていた人が市

政への参加の関心を高めてもらうようなきっかけになるのではないかと思っていますので、

こういう手法は少し広めていければいいと思っています。 

 それから、市民会議みたいなことは、どうしても深めて議論をしなければいけないとき

には、公募型でだれでも来てもいいですと言って、１００人、２００人となってしまった

ときに、それがなかなか集約できないということがあります。ですから、テーマを深めて

いくためには、複数回、こちらからの情報提供もかなりした上で議論していただく、市民

感覚のもとに我々の情報を提供して議論をしていただいて一つの成案を得ていただくとい

う場面も深いところでは必要です。そこの段階を幾つか設けておくことが、これからの市
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民参加というか、市民が自分たちのまちをつくっていくためのステージをどういうふうに

我々が設けるかという意味では必要なのではないかと思っています。 

 今回、まちづくり戦略ビジョンは、その中でもさまざまなステージをいかに設けるかと

いうことにちょっと工夫をしたところがあるので、これは、また検証しながら、次の市民

自治、もしくは市民が主役のまちづくりみたいなことをどういうふうに実現していくかと

いうときのモデルにしていきたいと思っています。 

 また、先ほどに戻りますけれども、ワールドカフェみたいなものについては、こちらの

準備もそれほど大がかりに必要なものではないです。実は、ワールドカフェに参加した方々

が自分たちで自分たちのワールドカフェをやっていこうという動きも出てきて、それに対

して支援もしていますので、そういうような転がり方、ドライブをしていくような仕組み

としてもそういう形は有効だったと思っております。こういう支援も、市民参加、もしく

は市民自治を深めていくということでは、これからも取り組んでいくべきかと思っており

ます。 

○吉見委員長 ほかに何かご質問事項はございませんでしょうか。 

○太田委員 これは感想です。 

 今度、市民ワークショップがあるということで、広報・広聴はご参加いただくテーマと

して取り上げていただくと思うのですが、当初から聞いておりまして、皆さんのご回答は

大変丁寧なのですが、議会を聞いているような感じです。「思ってございます」等の議会

でしか使われない日本語が多用されています。あとは、ご理解いただいてとか、検討しよ

うと思っておりますという文言が大変多いのです。これは、日本語としては大変おかしく

て、これを行いますとか、これを実行しますとか、イエス・ノーをはっきりいただかない

とご回答、ご説明にはならないのではないかと思っております。 

 委員の皆さんも、審議会なれをしていて、基本的に丸くおさめようという対応をさせて

いただいていると思うのですが、広報・広聴の皆さんであるので、もう少しプレゼンは日

本語をかみ砕いてご説明いただけるのかなと思ったのですが、本当に議会を聞いているみ

たいで、これで市民の皆さんに納得いただけるかどうか、大変心配しておりました。ぜひ、

当日までには、日本語として、もう少し普通にお話しいただけるようにご努力いただける

と、スムーズに進むかと考えました。 

○吉見委員長 ほかによろしいでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○吉見委員長 ありがとうございました。 

 それでは、きょうの議事（１）（２）の回答と質疑応答をまとめてやりましたが、以上

で終わります。 

 所管局の皆さん、長時間、本当にありがとうございました。所管局の皆さんにご退席い

ただきまして、（２）まで終わったことにいたします。 

 なお、今回の委員会は、議事（３）がございまして、委員の意見交換と今ありました市
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民ワークショップについての意見交換を委員で行います。 

 座席の変更がございますので、委員の皆さんには、５分間ほど休憩時間をいただき、セ

ッティングをしたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

 

〔  休    憩  〕 

 

○吉見委員長 それでは、委員による意見交換ということで、きょうの広報に関連した部

分です。広報だけではなくて政策も入っていますが、そこに関連した部分について、意見

交換を始めたいと思います。 

 ご意見をいただければと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○石川委員 ＳＡＰＩＣＡがわかりやすいのですが、私も初めてなので、今後どういうふ

うに話が続いていくのか、逆に教えていただきたいのです。 

 例えば、ＳＡＰＩＣＡというのは、活動をポイント化して、またそれを再利用できると

いうのは発想としてはすばらしいのかもしれないけれども、インフラとして見ると、吉見

委員長が言ったとおり、互換性の問題が出ているかもしれないのです。だから、総論部分

を評価するのか、各論として行き詰っているという突っ込んだ話をこの委員会でするのか、

僕はちょっとつかみかねていたのです。 

○吉見委員長 総論というのはどういうことですか。 

○石川委員 地域ポイントをポイント化してまた再利用できるという発想自体はすばらし

いことです。市民自治を実現する上では、すごくいいことだなと思っているのですけれど

も……。 

○吉見委員長 問題は、そこがＳＡＰＩＣＡと絡まると話が面倒になるのですね。 

○石川委員 それで、各論になるとなかなかちょっとと。それは、動きが遅いだけなのか、

なかなか先が見えない話になっているのかと考えるのか、どこの次元を検討するのか、ま

だイメージがついていません。 

○吉見委員長 そうですね。どう言ったらいいのでしょうか。これは、基本はＳＡＰＩＣ

Ａという事業と言っていいのでしょうか、それに関連したことなので、そこからやるべき

なのではないかと思います。だから、ポイントのところだけを切ると、別にＳＡＰＩＣＡ

に乗せなくてもいいのですよ。ポイントだけを別に発行して、紙でも何でもいいから発行

して、それを使ってもらえばいいということでしかないので、全部ハンコをつけば、ポイ

ントカードでいいのですよ。それをＳＡＰＩＣＡに乗せるというと、逆に言うと、そのた

めに共通利用などという利便性が制約されてしまうのですよ。だから、今、石川委員が言

われたみたいに、では、この事業を本当にスピード感を持ってどんどん進めることができ

て、それでもって市民が本当に楽になるというのであればいいことだと思うし、別に札幌

ガラパゴスもちっとも構わない。ガラパゴスの中が非常に便利ならばそれでちっとも構わ
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ないのです。ところが、それが導入してから全然進まないのですね。その間に、ほかの都

市は別の交通系カードの進め方でどんどん先に進んでしまって、何だ、札幌だけが一番不

便じゃないかいうことになっているというのが現状ですよ。 

 だから、図書館の貸し出しカードも結構だろうし、それから、ほかにもいろいろ言われ

ていますよね。敬老いろんな何とか証みたいなものを代替するとか、それから、そのほか

のさまざまな例えば身障者の割引がどうのというような部分もあったり、また、印鑑登録

カードは今は別ですね。例えばそういったものを全部一元化できるか。そうすると、まだ

相当改善すべき体質なのですね。 

○石川委員 ちょっと質問を絞ると、例えばそういう一元化をしていくべきだという話を

するべきなのか、ちょっとそこは、それぞれ電子マネーとかカードに対して、皆さん、自

分の考えというのがありますね。 

○吉見委員長 だから、施策として今のような形で進めていくというお話になっていたの

です。だから、問題は、施策として進めていくのであれば、いろいろな評価の仕方はある

と思いますが、残念ながら、少なくとも市民が満足できる状態にまでスピードを持ってや

れてはいないのです。だから、そういう市民の便利が体感できるような、まさに一枚のカ

ードで市のサービスが全部受けられるみたいなところに早く持っていかないと、投資効果

としては薄れてしまうことになります。 

 わかりませんけれども、そのうち、また別なカードが出ますよ。今までの経緯からいく

と、大体１０年しかもたないのです。ウィズユーカードもそのぐらいでした。 

 今、バスの業者がなかなかぐずっているのは、あれだけ市が言って、せっかくウィズユ

ーカードの読み取り機を入れたのに、また変えたということで、そんな金はないと言って

いるわけです。それで、市が補助をしてくれるのだったらやるけれども、どうしてくれる

のだということです。１０年たって、また新しくシステムが変わりましたといって、また

使えませんということになって巨大投資になったりすると大変ですからね。多分、磁気カ

ードほどにはならないと思いますし、もうちょっと命があるかなと思います。だから、あ

あいうのは、そういうサービスをやるのだったら早く実現しなければいけないのです。だ

から、ちょっと遅過ぎるのではないですかみたいなことぐらいは言えるかもしれません。 

 今の話で、市の施策が方針に沿って議論するならということとは別ですね。施策それ自

体がどうなのでしょうというのはなかなか言いにくい部分もありますね。言ってもいいの

ですけれども、行政評価というよりは政策評価に近い部分になってきます。 

 ほかにいかがですか。 

○林委員 広報は、言われてしまうと、ああ、そうなんですねで終わってしまうというか、

中身でむだだというか、こんなことを広報してどうするのだということはあるわけはない

と思っています。ですから、一市民として一番考えるのは、やはり具体的な効果をどこま

で常に把握する体制ができているかというところで、先ほどの質問でも申し上げていたの

ですけれども、市の職員が直接やられるのは物理的に無理だと思うのです。ただ、やはり
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人に任せてしまうと、どこまで把握できているのかというのがあるので、そこは主体性を

持っていつもリサーチすると。どういう形でリサーチをするのかと言われると難しいので

すけれども、やっていったらいいかなと思いました。 

○吉見委員長 そうですね。今、林委員が言われたように、非常におもしろいテーマだと

思うのです。行政評価をしていくときには、費用対効果というか、どういう効果があるの

かと。それは、別に定量的なものではなくて、定性的な話でも構わないのだけれども、あ

る種のそういう指標を示していただきながら評価していくと。我々が勝手にやってもいい

のだけれども、やはり自己評価というか、そういうものが本来あって、それを見るという

スタンスがいいと思うのですね。今回は、特に費用対効果についての自己評価というのは

必ずしもどれも明確でなかったなという気はするのです。 

 数字だけではないというのは、例えば先ほどの林委員からコメントをいただいた弁護士

の相談業務にしても、九十何％がいつも使われていますというだけでは問題で、そうであ

れば、例えば市が有料のサービスを全部ただでやってあげれば、みんなは喜んで参加する

のではないですか。 

○林委員 本当にそうです。だから、やる側と受ける側の両方に市のスタンスというのは

一定程度示してもらった方が、うまく回ると思います。そういう意味では、本当に数字だ

けではなかなかあらわしづらいと思います。 

○吉見委員長 それにしても、例えば最後のワークショップなどに対してどういう効果が

あるのかというと、効果があると考えていますという答えは出てくるし、いろいろな段階

でいろいろなレベル感でやるべきだと思っていますということはわかるのです。最近、あ

あいうワークショップ形式でやるのは、特に札幌は上田市長になってから非常に多いので

すけれども、いろいろなテーマについていろいろやっていて、これは、たまたまこのテー

マで出てきているものではあるけれども、ほかの部署でもいっぱいやっているわけです。 

○山崎副委員長 それこそ、市電でもやっているはずです。 

○吉見委員長 膨大なお金がかかっているわけでしょう。あの金を全部突っ込んだら、も

う市電が通っていますよ。過去２０年議論していた金を全部入れればもう通っていますよ。

結局、いざ事業を始める前の議論、これは、どうしても自治体は仕方がない面もあるけれ

ども、札幌市は大きい自治体だけに膨大なお金をかけているのです。本当にその効果があ

るのか。それよりも、そのお金をみんな集約してぽんと一つでやった方がもっと成果があ

るのではないかとかね。極論すれば、そうではなくて、市民の声をきちんと集めて、市は

こうだと思ったけれども、やっぱりやめましたとか、そういうような効果が出ましたとか、

こういう方向で議論をしたことはないと思うのです。こういう方向でと言ったときに、市

民の声をいろいろ聞いた結果、また逆になりましたとか、そういうことはなかなかないと

思うのです。そういうような、ある種の費用対効果というものがいろいろ説明されると、

なるほどという部分が出てくるのですけれども、なかなかないですね。 

○太田委員 基本的に、各事業ごとの戦略が見えづらいのです。広報誌もそうですし、す
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べてのものが要るの要らないのという話になった場合に、戦略を立てて、こういう目的で

つくって、こういう意味で要るのであるという明確なご説明がなかったのですね。ですか

ら、戦略がきちんと立てられていない。だれに向かってこういうことがあるべきでこうや

っているので、要るのであるという結論をしっかり持っていただかないと非常にしり切れ

トンボの説明で終わってしまうのではないかなと思いました。どれ一つとっても要るよね

と思ったものがなかったので、どっちかなというところですべて頑張っていますという結

論で終わっているので、非常にアンニュイな時間でした。 

○山崎副委員長 私は、どちらかというと、こういうのはもうちょっと温かくというか、

ほかの事業と比べて、やったからといってなかなかすぐに効果が見えるものではなくて、

かなり長い間やるもので、ある種、私は、デモクラシーのコストみたいなところに関して

は寛容な立場なのです。ですから、そこら辺は、札幌市はいろいろやっています。ただ、

いろいろやっているのはよくわかった、だけれども、いろいろやったことが、委員長がお

っしゃった費用対効果ではないのだけれども、成果というのか、そうしたことによって市

民自治の総体の質が高まったというところが、繰り返しになりますけれども、可視化でき

るような、言い方を変えると実感できるようなところにフィードバックしてこれるものを

幾つか見せていただけると、上田さんになっていろいろ手広くやっただけのことはあるの

だなというふうになると思うのですね。いろいろやっているところは、札幌市は本当にい

ろいろやっていると。ただ、やったことによる成果、フィードバックというのが可視化、

そして実感できるようなことを、特に広報の担当部局、あるいは市民自治担当部局にもう

少しきちっとした説明責任を持っていただきたいなというところはありますね。 

○林委員 私も、どちらかというと、どっちかよくわからないからなくしてしまおうとい

うよりは、目に見えない効果も市民として考えようじゃないかということも大事かと思う

のですけれども、きょうのご説明だったら、もしかしてあってもなくてもどっちでもいい

かな、全部なくしてしまおうみたいになってしまうととても残念だと思うので、具体的な

効果というところは本当にきちんと説明してもらわなければいけないと思います。 

○吉見委員長 その効果を説明する指標というと数字に聞こえるかもしれませんが、カウ

ント、数字ではなくて、そういう指標を広報の方でもいろいろ考えてもらわなければいけ

ないですね。 

○林委員 だから、本当に要らないなと考えながらしゃべっていたのですが、例えば、広

報さっぽろ―恐らく高齢者ですとか、高齢者は有料の媒体になかなか手が届かないよう

な方々が多いといったようなお話が絶対にあると思ったのですよ。ちゃんと整合化されて、

ターゲットと言うのも変なのですが、その媒体を必要としている層のいろいろな説明が具

体的にあると思っていたのですけれども、逆に、最後の最後まで出なかったので、それが

ちょっと不思議でした。テレビは効果がありますと言われたけれども、どう効果があるの

か全然わからないのですね。テレビで流すといったら、政策的なところなのかなと思いま

す。子ども議会をやりましたというのを私も見た記憶があるのですけれども、地味で、子
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どもが全然近づかないと思いますし、キャッチーではないと思うのです。とにかく、テレ

ビは高いのです。だから、あれだけお金をかけるなら、１分なら１分ですごく知恵を絞ら

ないと、本当にお金をどぶに捨てるだけです。果たして、あれを皆さんが見て、自分の子

どもが見て、子ども議会に行きたいというふうに思うとか思わないという観点でチェック

をちゃんとしてお金を払って流しているのか、その辺がすごく気になります。 

○山崎副委員長 先進的な自治体ですと、ゆるキャラを使ったりしてやっているわけです。

札幌は、テレビ父さんとか、何かを使ってやっていましたか。 

○吉見委員長 札幌市が持っているゆるキャラは、たしか１００種類ぐらいあるのです。 

○山崎副委員長 そんなにあるのですか。 

○吉見委員長 すごいのですよ。下水道局などはいっぱい持っているのではないですか。

下水道局は四つぐらい持っていますからね。一番人気があるのは、おでいくんらしいです。

汚泥です。子どもたちに大人気だそうです。何種類かあるのですよ。きれいなものと汚い

ものがあって、汚いものが一番人気があるそうです。 

○行政改革担当課長 ご存じかもしれませんが、子どもたちは下水道科学館とかそういう

ところに行くのでわかっているのです。大人が逆にわかっていないのです。 

○吉見委員長 そこに行くと見学記念バッチを子どもにくれて、４種類か５種類あります

が、おでいくんが当たりらしいですよ。ちょっと逆説的ですけれどもね。というような調

子で、各局などがそれぞれ複数持っていたりして、全部合わせると１００ぐらいになりま

す。 

○山崎副委員長 そうすると、ゆるキャラのマネジメントというのも必要になってくるわ

けですね。 

○吉見委員長 何が何だかわけがわからなくなってきますね。 

○太田委員 体系的に示してくださる指標に決定的に欠如している、欠落しているのは、

そのターゲットと、指標的な目的というか、それが入っているとわかりやすいのです。多

分、設定はしていらっしゃると思うのですが、載せていただけるといいなというか、繰り

返しになりますが、議会対応なのだなと。 

○石川委員 反省を込めて言えば、テレビも見たことがないのに批判をするのもどうかな

と思いますが、少なくとも広報番組ぐらいは見ておけばよかったなと思いました。実際に、

そういう番組を見て、これじゃ、だめだろうとか、そういう辛らつな意見が集約できる場

というのはあるのでしょうか。内部に限らず、できれば外部の話も入れてですね。 

○吉見委員長 集約というのは難しいかもしれないですね。 

○林委員 例えば、見たことがありますか、気づいたことはありますかみたいなことです

ね。 

○石川委員 この観点からいけば、若者はテレビを見ているはずだから、若者に訴求でき

るかという話は、そうですねというのは納得せざるを得ないのですね。 

○吉見委員長 今の時代は、本当に若者がテレビを見ているかどうかは怪しいですね。 
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○石川委員 実際は、本当は、どうなのですかね。アンケートなのか何なのか……。 

○山崎副委員長 アンケートや、あるいはプレゼン、その他でフィードバックを必ずかけ

て、１枚、２枚でもいいですからね。そうしたところをテレビならテレビ、ラジオならラ

ジオ、広報誌なら広報誌と、そういったところが必要です。 

 北海道では、たしか第三者委員会みたいなもので道政の広報について、吉見委員長が指

定管理者のものでおやりになられていた、いや、市場の民間開放で、ああいうものがあっ

たりするのですね。 

 だから、やはり大変な作業ですけれども、細かいことを言うと、テレビ、ラジオ、広報

誌その他で、それぞれにどれだけの反応が返ってくるのか、来ていないのか、そういった

ことをもうちょっとふやすということは、企業努力として、やってやれないことはないで

すね。それは、決して費用対効果ということではなくて、そういう成果をきちんと把握す

る、フィードバックするという自己努力ですからね。そうしたことはもうちょっと頑張り

ましょうという提言というか、そういうことは我々としてはするべきなのでしょうね。 

○吉見委員長 テレビに関しては視聴率が出てしまうので、それを計算すると、何万人が

見ているという推定はすぐ出るのです。北海道の視聴率は札幌圏だけですから、札幌圏視

聴率なので、すぐ出ます。 

○石川委員 視聴率になると、結局、見たというぐらいの話でしかなくて、どのぐらい訴

求していくかというところは全然ないのですね。 

○山崎副委員長 そうなのですよ。今、石川委員が言ったように、視聴率としてテレビで

流していればいいということではなくて、市政にちゃんとフィードバックしてくるという

ところが、一番、テレビを流している、番組をつくっているということですからね。 

○吉見委員長 非常に短時間なので、例えば広報誌に入っているような内容はとてもとて

も出せないわけですよ。結局、この特集にあるようなことをちらっと言うぐらいのことは

できるだろうし、幾つかのポイントを出すことはできるけれども、ここにあるようなこと

のすべてを言うことはできませんし、詳しくは広報さっぽろをごらんくださいと言うしか

ないのです。昔は、それこそ、テレビで市長の顔を見るという意義はあったのかもしれな

いのですが、今は、市長の顔を見る方法は幾らでもあります。そういう観点からすると、

意義づけが変わってきているのは確かなのだろうなと思います。 

 どうしましょうか。 

 これは、ちょっと自由に意見をいただいておいて、また我々のところは我々でまとめた

いと思います。 

 私は、先ほど言いましたように、原局として自分たちの成果の評価を少し具体化すると

いうか、そういう説明をする、具体化する努力は欲しいなという気はしました。ですから、

多分、今の段階でそれぞれの項目について自分たちの成果を説明する指標をまだ持ち得て

いないのだと思います。それになじまないというふうになって、やめてしまうというとこ

ろが結構多いのですけれども、その典型になっているような気がします。それはだめなの
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です。やめさせてはだめです。難しいのはわかっていても、それを改革していかなければ

いけないのです。それをやめてしまったところは、極論すると、我々みたいなところが厳

しく言わなければいけなくなる対象になるので、そうではなくて、自分たちで自分たちの

成果をきちんと自己評価して、きちんと説明できる体制をとってほしいなという気がしま

す。 

 ほかに、意見交換、きょうのヒアリングについて何かございますでしょうか。 

 議事がもう一件残っておりまして、それはワークショップについてです。これもワーク

ショップにかかわりますので、きょうも、石塚さんを初め、石塚事務所の方に来ていただ

いております。 

 長い時間で、済みません。 

○石塚 いいえ。 

○吉見委員長 これはいかがでしょうね。私の感想からすると、割と広報というのは市民

ワークショップの議論には乗りやすいと思うのです。多分、だれもが目にして、あるいは、

石川委員ではありませんが、テレビで目にしていないかもしれない。だから、目にしてい

ないなら目にしていないということで意見を言っていただいて、もしかすると要る要らな

いの話になってしまうのかもしれないけれども、あるいは、これはもっと変えた方がいい

とか、おもしろくしろとか、漫画は要るとか要らないとか、紙をよくしろとか、悪くしろ

とか、表紙はこんなにきれいでいいのかとか、広告をふやせとか減らせとか、クーポンを

つけろとか減らせとか、いろいろ出るのではないかと思うのです。こういうワークショッ

プの中でいろいろな意見が一番出やすいテーマだろうとは思うのですよ。自由は余り制約

したくないと思いながら、拡散し過ぎてもだめです。例えば、今の媒体みたいなものは少

し絞ってお話しいただく方がいいのでしょうか。 

○山崎副委員長 絞るとしたら広報さっぽろですね。万人に対して、一番共有しやすいも

のです。 

○吉見委員長 何でも自由にとなったら、この話は拡散し過ぎますね。 

○石塚 多分、現時点での受発信の効果という問題と、それから、将来に向けての受発信

のあり方と、両方の視点があるような気がするのです。それは、今までも委員の皆さんが

ご指摘されていたとおりだと思いますが、現在のやりとりで言うと、広報というのは一番

わかりやすい媒体だと思うのです。必ず全戸にわたっているはずの情報媒体ですから、そ

れはどの程度の効果があるのか、費用的にも６億円という巨額なコストをかけているとい

う面で、対象にするのは非常にわかりやすいのではないかと思うのです。将来のあり方と

いうことを考えたときには、高齢化社会とか、ＩＴ情報化とか、そういう社会のトレンド

に合わせて、どういうあり方が必要だと思われるのかということで言うと、広報さっぽろ

という紙媒体にこだわらないいろいろな議論が必要になってくるのかなと思います。その

どっちに重きを置くのか、前半、後半という仕分けもありますので、前半を現在のメディ

ア、後半を将来に向けてということで切り分けて、前半は紙媒体、後半はＩＴも含めた幅
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広の社会トレンドに合わせたメディアのあり方ということで議論してもらってもいいかな

という気もします。 

○吉見委員長 現在のものというふうにして、現在のものに対する批判というのは、逆に

将来につながるわけです。だから、今、石塚さんが言われたように、例えば、前半に広報

さっぽろみたいな昔からある伝統的なメディアを考えてもらって、後半にＩＴ関係ですね。

テレビやラジオをどうするかというのは残ってしまいますけれども、そういった媒体に少

し焦点を当てて議論を分けた方が、話す方はわかりやすいかもしれませんね。話しやすい

かもしれません。広報さっぽろの配り方とか配布方法なども意見が出てくるかもしれませ

んね。 

○山崎副委員長 事業の内容とか、いろいろな苦情から何から……。 

○吉見委員長 町内会による配布というのもいろいろ問題はあるのですよ。町内会に委託

して、町内会にお金を渡してやっているけれども、町内会は喜んでやっているかというと、

実際に配っている人たちは、強制的に順番が回ってきて、うちは働いているのにとか、子

どもがいるのにというときに、一生懸命に配布作業をしなければいけなくて、嫌だと言う

と、町内会でつまはじきに遭うのです。仕方がないから、仕事を休んで配りましたとか、

子どもを預けましたとか、そうやっていたり、では、町内会を脱会しましょうとなるので

す。そうすると、全戸配布だから、一応、脱会したところにも配らなければいけないので

すよ。あなたのところは町内会に入っていないから配らないよというわけにはいかないの

です。そうすると、また、この人たちは町内会に入っていないし、町内会費を払っていな

いのに、何で私が配らなければいけないのかという話が出るでしょう。その町内会の予算

はどう使っているのかと、また不満がたまるわけですよ。 

 だから、業者を使って全戸配布してくれと、町内会が言うのではなくて、町内会に入っ

ている人がここまで出かかっていたりするのです。町内会を通さないでくれと。でも、言

えないのです。 

 それは、マンションの町内会の形態と一戸建ての形態とではまたちょっと違うのです。

それから、老人比率が高いかそうでないかということによっても状況が変わってくるので

す。多分、どういう方が来るのかはわからないけれども、広報さっぽろという中身の広報

の内容よりも、配布形態とか、そんな話が出てくる可能性もあるなとちょっと思っていた

のです。きょうは配布形態の話も入っていましたからあってもいいのですけれども、どん

なふうになるかなと思うのです。 

○山崎副委員長 そこは、ファシリテーターの方々に、余り横道に逸れたときにはちょっ

と戻していただくと。 

○行政改革担当課長 そこは、広報・広聴のあり方というよりも、事業の配り方というと

ころから町内会がどうだとかという話が出ると、話が逸れてしまいます。ただ、そういう

話は出ると思いますが、そこは、本来の現状の受けている情報などはどうなのですかとい

うところに戻すようにしたいと思います。 
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○石塚 そういう細かなところの仕分けは頑張りたいと思いますけれども、きょうは、山

崎副委員長から大きく双方向の関係づくりが大切だということで、今回、広報と同時に広

聴の問題もあったと思います。広報と広聴がどのようにいい循環をどうつくっていくかと

いうことかと思っていましたけれども、広聴の問題を市民ワークショップで取り上げる必

要があるかどうかということについて、委員の皆さんのご意見をいただきたい。それから、

行政評価ということで言うと、だんだん時代が変わってきているので、必ずしも適切かど

うかわかりませんけれども、やはり、むだな部分をカットしていくということでは、きょ

うの皆さんの議論、疑念が集中していたのは、今どきはテレビやラジオの時代なのかとい

うことで、そこの判断を、市民の皆さんの日常感覚でラジオとかテレビというメディアが

どれほど役に立つ情報発信になっているのかということをモニタリングするという意味で

意見を聞くということもあり得なくはないと思います。ですから、広報の今後のあり方と

いうことで絞っていいのか、広聴という面に少し気を配る必要があるのか、あるいは、行

政評価という側面で市民のモニタリング、意見を聞きたいというニーズがおありになられ

るかどうか、そこら辺を少しご議論いただけると、組み立てがわかりやすいと思います。 

○吉見委員長 いかがでしょうか。何かご意見はございますか。 

 個人的には、まず、できれば広聴のところも話があればいいなと思いますが、ただ、そ

れほど余裕があるのだろうかというのが不安です。今回は、広報の方を主としていただい

ていいかなと思っています。ただ、広聴を無視するわけではなく、市民の方からどういう

意見を言う場が欲しいかと言ったらいいのか、あるいは、どうやったら意見を言えるよう

になるか、そういう話がもし市民の方々の議論の中で出れば、それは大変いいことだし、

役に立つことだと思います。自分はこんなものに参加したけれども、うまく意見が言えな

かったとか、一回も参加したことはないけれども、そういう場所が欲しいとか、今みたい

に市民の意見を聞く課みたいなところで電話だけでは困るとか、そのようなさまざまな意

見が出るようであれば、それは非常にいいことだと思います。不安なのは、それだけの時

間的余裕が果たしてこの時間内であるかどうかであって、非常に厳しいようであれば、や

はり広報の方を優先していただく方がいいだろうと思っています。 

 それから、テレビやラジオなどの関係のことは、もし、そういうところで市民の方から

異論があることは我々にとって非常に役に立つと思います。特に、今回は行政評価の中に

これを組み込むというか、関連させてやろうということが今年度の試みですから、最終的

に我々が行政評価の報告書を書くときに、市民のワークショップで出た意見や、そういっ

たものをできるだけ盛り込んで書いていきたいと思います。ですから、それが評価にかか

わらないというか、あるいは評価として書くと非常に難しい項目になってしまうと、なか

なか盛り込みにくいと思います。単なる苦情レベルの話になってしまうと問題があると思

います。実際にテレビやラジオに関して予算も出ているわけですし、例えば、広報誌の予

算とかそのほかの予算と比較をしたときに、どれぐらいの効果を感じられるかというとこ

ろまで議論していただければ、先ほどの費用対効果の話に結びつきますので、それは非常
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にいいし、もしかすると、テレビやラジオの話というのは一番わかりやすいものになるか

なと思います。 

 本当は、インターネットとか何かのコストも質問がありましたね。そういうものも本当

はあるのだけれども、これは難しい判断ですね。僕もよくわからないです。 

○太田委員 時間的なものもありますね。 

○山崎副委員長 道庁では、ことし、それをやるのですよ。ＩＴのそういうものをどうい

うふうにちゃんと全体的にやっているのかということですね。 

○吉見委員長 なるほど。我が社の組織もそうですけれども、結構ばらばらでやって、ば

らばらに業者に投げてしまったりしているでしょう。多くのところはほとんどそうで、業

者にホームページをつくらせて、持ってきて、それを載せているという状態で、メンテナ

ンスもするのだけれども、根幹の部分でできない面があるのです。タイトルのこの文字だ

けは変えられないといって、そこは投げざるを得ない。投げたら幾らかかるのだと言った

ら１００万円ぐらいかかるとかね。３文字かえるだけだろうと言うのだけれども、そうは

いかないとかね。 

 なぜそんな話をしているのかというと、例えば長崎県は自前でやっているでしょう。あ

そこは、担当の課長か何かがヘッドハンティングされて、日立か何かの人が入ったのです。

そうしたら、全部そうやって投げているのでびっくりしてしまって、２人かしてくれとい

って、若手職員を２人採って、元の自分の会社に投げたんですよ。１年間出向させて、訓

練して、戻して、以後は、契約のホームページから何から、全庁のホームページはその２

人でつくっているのです。 

○山崎副委員長 ３人で回せるということなのですか。 

○吉見委員長 そうみたいですね。 

○山崎副委員長 細かい出し入れは担当部局にさせて……。 

○吉見委員長 もちろん、入力などはね。ただ、発注のためのフォーマットとか、発注業

務とか何かまで全部つくったらしいですよ。 

○林委員 やはり、そういうことはありますね。だから、現状、どこまでうまくいってい

るかをちゃんと洗い出せば、将来、札幌市でもそういう職員をどこかに出向させるという

可能性も現実にあると思います。 

○行政改革担当課長 ホームページは、今、全部職員がつくっています。 

○吉見委員長 全部つくっているのですか。 

○行政改革担当課長 それで、新しいコンテンツマネジメントシステムという方式を入れ

ました。これは一つの形式で、こういう形でこうやってと決めてやっています。 

○吉見委員長 それはすごいですよ。長い目で見れば、その方が結果的にコストが安くな

るのです。そして、すぐに変えられます。 

○行政改革担当課長 ＩＴのいろいろなプログラムやシステムについては、先ほど来てい

たＩＴ推進課が一元的に見て、そこにこんなものをつくりたいとなったら、これはちゃん
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と費用対効果があるのか、定性効果があるのかということを全部見て、あそこの中で１人、

専門員が民間から来てもらった方がいるので、例えば民間から出てきた見積もりとか、何

人工が必要かというのを全部チェックして、ここは落とせるだろうとか、ここはかぶって

いるのではないかということをチェックするような形に、システム上はしていると思いま

す。 

○吉見委員長 先ほど言っていた非常勤職員２人がどうのというのは、その話ですか。 

○行政改革担当課長 それは、広報だけの話です。今言ったのは、ＩＴで、例えば何とか

総合システムをつくりますとか、窓口の住民票を出すシステムをつくるといったときに、

個別に発注するのではなくて、一回、ＩＴ推進課といううちのＩＴを中心にやっていると

ころに出して、そこで本当にこのシステムをつくっていいのかどうかということをやって

います。 

○吉見委員長 そうすると、今のＩＴの話は、今回の対象とはちょっと違うものですね。

そうすると、先ほどの広報の方で言っているのは、ホームページをそうやってチェックし

ている人なのですか。臨時職員を２人張りつけていると言っていましたね。 

○小林 臨時職員では、なくて一般の職員の方２人でしたね。 

○行政改革担当課長 一般職員の方が２人ぐらいでホームページの方は全体的に見ている

と。 

○小林 うちの事務所でも、パンフレットの内容をホームページ形式にしてデータを納品

するという仕事を請け負ったことがあるのですけれども、札幌市の行政としてのホームペ

ージのバリアフリーだとか、そういうチェックに合致しているかどうかということをチェ

ックしてくれたり、そういう札幌市のホームページガイドラインというものがあるので、

恐らく、ホームページガイドラインにのっとっているかどうかということもチェックして

……。 

○吉見委員長 その方が２人ぐらい張りついているということですか。つまり、広報の方

の説明だったので、その話は今回の広報の話に入るわけですね。 

○行政改革担当課長 どちらかというと、非常勤の２人という話は、報道の記者クラブと

のやりとりがあるときの連絡係とか雑多なことでという、そっちの方で非常勤がいて、多

分、ホームページの関係は正職員が２人だけなのかははっきりわかりませんが、そういう

システムをつくってやっています。 

○吉見委員長 広報といってもホームページをつくるのは別なところがつくっているので

すね。 

○行政改革担当課長 各原局です。 

○吉見委員長 原局がつくっているのでしょうけれども、先ほど言ったように、ホームペ

ージそれ自体は自分のところで全部つくっているとおっしゃったでしょう。 

○改革推進部長 自分のところというのは、札幌市役所の中でつくっているということで

す。 
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○行政改革担当課長 中でつくっているということです。外注はしていないということで

す。 

○吉見委員長 市役所の中でホームページを、それは各原局でつくっているのですか。 

○林委員 各部局で原稿を書くということですか。 

○事務局 システムに直接入力して、行政評価のページも私がやっています。 

○吉見委員長 直接、それぞれの局で入力をすると。そのフォーマットみたいなものとい

うのは別のところでつくっているのですか。 

○行政改革担当課長 多分、ビルダーを使って既存のホームページをつくるソフトをつく

っていると思いますね。 

○吉見委員長 それが、そのＩＴ何とかかがつくっているのですか。 

○改革推進部長 システムを最初に入れるときに決めたフォーマットみたいなものがあっ

て、そういったもののトータルの運用というのは、広報部の方でやっています。 

○吉見委員長 それは広報がやっていると。よくわからないね。 

○改革推進部長 更新や何かはそれぞれの原局が勝手にやっていけるのですけれども、そ

のシステム自体のトータルの関係はやっていて、あとは……。 

○吉見委員長 トータルの管理みたいなものは広報がやっているのですか。 

○改革推進部長 はい。 

○吉見委員長 では、やはり広報が担当になるのだ。 

○行政改革担当課長 基本的に、ホームページをつくるたびに外注に出しているだとか、

そういったことはしていないということです。編集したり、更新だとかというのはしてい

ます。 

○吉見委員長 そのホームページの枠みたいなものがあるじゃないですか。 

○行政改革担当課長 それは、一番初めに、多分、ある程度システムを入れるので、買っ

て改修などをしたと思いますけれども、その後は、それに基づいて入力だとか更新などは、

各原局が先ほど言ったホームページのガイドラインにのっとってやって、それがちゃんと

できているかというのは広報でチェックしてもらうということです。 

○吉見委員長 そういう意味ですか。それは、我が社でもやっているのですよ。それぞれ

の情報の更新などというのは、我々がちゃかちゃかやっているのだけれども、例えば、札

幌市というタイトルがあったり、そういうものがあるじゃないですか。ああいうデザイン

を変えるとか、そういうものはできないと言うのですよ。 

○林委員 それは、きっとそれを最初に導入したソフトというかシステムの関係なのでし

ょうね。 

○吉見委員長 済みません。ちょっと横道に逸れてしまいました。 

 どこまでが広報の仕事なのかというのがよくわからないね。 

○山崎副委員長 道も、そこで広報の仕事とＩＴ管理部門との併立性というか縦割りみた

いなものがあるので、それを一元化しましょうというのが２年前の提言の一つの柱なので
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す。それはちゃんとやりましょうと。 

 それから、ことしテーマになるのが、ＩＴの情報管理というのは、とにかくばらばらで

各部各局でやったり、道では、振興局というのがあるじゃないですか、そういうところに

もあるし、教育委員会と学校とか、そういうことで錯綜しているので何とかしませんかと

いうのを俎上に出して、９月の第１週におやりになるのですね。奥が深いみたいですね。 

○吉見委員長 機構まで広げるとありますよね。札幌市だって、市が一つと行政部局だけ

であって、多分、小学校はそれぞればらばらにつくっていますね。市立小学校はそれぞれ

勝手気ままにつくっているでしょう。 

○山崎副委員長 教育委員会系統はですね。あと、区役所はどうなっていますかというこ

とですね。 

○吉見委員長 一体それはどうやってつくっているのだという話になるといろいろあるで

しょうね。多分そこまで広報が見ているわけではないと思うのです。 

 ワークショップ関係について、ほかに何かございますか。 

○太田委員 先ほど最後に発言したのですが、勉強会で多分ご説明いただくと思うのです

けれども、もうちょっとちゃんとお話しいただけるようにお願いしたいのです。議会対応

型になってしまっていると思うのです。 

 一番気になるのが、「検討したいと思っております」というのは禁止にしたり、「考え

ます」とかはだめで、「やります」とか、イエス、ノーがはっきりしないと、それはやら

ないということに理解されてしまうと思うので、やれるかやれないかという意味では、ち

ゃんとした日本語を使って、プレゼンテーションしていただきたいと思います。それを議

会用語なれを全くしていない市民の方が聞かれると、理解できないと思いますので、その

あたりは気をつけて、説明とか対応をちゃんと勉強して来てくださいということを申し上

げたいと思いました。 

○吉見委員長 議会に対してもそうだし、マスコミに対する答弁に近いかもしれない。テ

レビカメラが目の前にあって説明を求められたときに説明されるような仕方にちょっと近

かったですね。あれはよくわかるのですけれども、テレビを見ている人からすると、今の

太田委員ではありませんが、何を言っているんだよというふうにみんな見ているんですよ。

ところが、言っている方はそうは思わずに言っていますからね。 

○太田委員 できるとかできないと言ってしまうのは非常にハイリスクだと思うのですが、

だから、私どもも報告書を書くときにそういうごまかし言葉を使うのですけれども、日本

語として、口語体というか、市民がしゃべっている言葉からはかなりかけ離れているので、

時間もそうですが、４５分とか考えたらわかるだろうと思ったのですが、一昨日もそうで

すけれども、丁寧につらつらご説明いただくのも基本的に間違っていると思うので、説明

の仕方についてはちょっと考え直してくださいというふうにぜひ申し上げたいと思います。 

○吉見委員長 ワークショップにいらっしゃる市民の方は、短時間でもありますし、その

中で、市民の方にすとんと入ってくるようにしないとまずいと思います。確かに、テレビ
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カメラの前とか議会の前でお話になっているようだと、多分、すとんと入る前に反発を買

ってしまう可能性がありますね。全然ないということはわかるのではないかという話にな

ってしまう可能性があります。多分、だれも言質をとらないと思います。そういう意味で

は、ポイントについて簡潔に話す工夫をしていただくことが大事になるかもしれませんね。 

 ほかによろしいですか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○吉見委員長 ありがとうございます。 

 それでは、長時間にわたって、本当にありがとうございました。恐縮でした。 

 

  ３．そ の 他 

○吉見委員長 事務局から何かございますか。 

 次に全員が集まるのは市民ワークショップの日ですね。それで、そのワークショップに

係る部分の具体的なテーマというのか、二つぐらい前半と後半がありますね。これをまと

めていただくのはどの段階でどういうふうにしてやりますか。 

○行政改革担当課長 原局なども入ってどうするのかを考えているので、まず、成案がで

きれば、メールか何かでお知らせします。 

○吉見委員長 メールで事前にお渡しいただくにしても、我々もそれに目を配る形になり

ますね。 

 今回は、前にもいろいろありましたけれども、結果的には、我々が各グループの中に入

り込んで、一人の参加者として話すということにはならなくなりました。ですから、その

場に来て、意見の展開の仕方を見るという意味では、そういう立場になっていますので、

テーマがありましたら、そのテーマに沿ってどんな展開がされるかを見ていただく形にな

ると思います。 

 それではよろしいでしょうか。 

○石塚 もうご案内だと思いますが、９月１２日に事前説明会ということでしっかり時間

をとって、きょうのような説明を、要点を押さえながらという条件はありますけれども、

ちゃんと事前レクチャーを実施させていただいて、それから、日を置いて市民の皆さんの

本番のワークショップを迎えるという段取りにしてあります。ですから、１２日にいらっ

しゃる前に説明資料は事前配付をしたいと思っています。当日に来て急に説明を受けると

いうのではなく、適切な時期に資料が手元に来て、それに目を通して事前説明に臨むとい

う段取りにしたいと思っています。そこで、事前送付の段階ではもう具体のテーマも明示

してお渡しをする必要がありますので、９月の上旬早々には、テーマと皆さんにお配りす

る資料を用意しなければなりません。ですから、テーマの設定はかなり早い段階で委員の

皆さんの目を通してもらう形になると思います。 

○吉見委員長 テーマについては、一昨日も話をしましたように、余り細かいテーマとい

うよりは、それからたくさんのテーマも立てられませんので、それぞれについてざっくり
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と二つぐらいの感じですね。それで、こういう方向だということをお目通しいただければ

と思います。ご苦労ですけれども、よろしくお願いします。 

 それで、１２日の水曜日には事前説明があります。この日は午後と夕方です。もし、こ

の説明会のときにお時間があるようであれば―両方とも同じことを２回やるのですね。 

○行政改革担当課長 そうです。 

○吉見委員長 ですから、ずっといなくてもいいのかもしれませんけれども、どんな説明

がされているかということをごらんいただいた方が本当はいいのかもしれません。ただ、

平日の午後ですし、ですから、ご都合がつけばということで、多分、事務局から案内があ

るかと思います。その辺もよろしくお願いします。 

 

  ４．閉  会 

○吉見委員長  それでは、これで終わらせていただきます。 

 長時間、ありがとうございました。 

                                  以  上   


